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プロジェクト対象地域地図  

    ：本プロジェクト     ：観光セクター開発事業（実施済） 

 

サルト市街地を望んだ写真 

・国立博物館建設事業 

・アンマン市観光ゾーン整備

事業（「アンマンダウンタウン

ツーリストゾーン」と「ラガダ

ンバスターミナル」） 

サルト観光開発事業 

死海周遊道路建設事業 

死海展望台建設事業 

カラク観光開発事業 

本プロジェクト対象地域とヨルダン観光セクター開発事業対象地域（点線） 

サルト市における持続可能な観光開発プロジェクト 



略　語　表

略語 正式名称 日本語

ASCD As Salt City Development サルト市景観整備

C/P Counterpart カウンターパート

DOA Department of Antiquities 考古局

GSM Greater Salt Municipality サルト市

HOSM Historic Old Salt Museum サルト歴史博物館

JBIC Japan Bank for International Cooperation 国際協力銀行

JCC Joint Coordination Committee 合同調整委員会

JD Jordan Dinnar ヨルダン・ディナール

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構

JITOA Jordan Inbound Tour Operators Association ヨルダン国内旅行会社協会

JOCV Japanese Overseas Cooperation Volunteer 青年海外協力隊

JSTA Jordan Society of Travel and Tourism Agent ヨルダン旅行代理店協会

JTB Jordan Tourism Board ヨルダン観光局

M/M Minutes of Meeting ミニッツ（協議議事録）

MOTA Ministry of Tourism and Antiquities 観光遺跡省

MOU Memorandum of Understanding 覚書

NGO Non-Governmental Organization 非政府団体

NTS National Tourism Strategy 国家観光戦略

PDM Project Design Matrix 
プロジェクト・デザイン・マトリッ

クス

PMU Project Management Unit プロジェクト管理ユニット

R/D Record of Discussions 討議議事録

SAPI Special Assistance for Project Implementation 案件実施支援調査

SDC Salt Development Corporation サルト開発公社

SEM Salt Ecomuseum サルト・エコミュージアム



１－１　協力の背景と概要

非産油国であり、また、外貨取得産業の未発達なヨルダン・ハシェミット王国（以下、「ヨル

ダン」または「ヨルダン国」と記す）においては、豊富な文化遺産や死海などの自然環境を利

用した観光産業が、同国の有望な外貨取得源のひとつとなっている。また、同産業は貿易外収

支の約 20％を占める重要産業であることから、観光産業の振興はヨルダンの経済の安定、及び

発展に関わる重要な政策課題となっている。このことから、ヨルダン政府の「政府開発実行プ

ログラム 2011 ～ 2013 年」においては、観光商品の多様化、及び国内の文化遺産の保護が重点

分野とされてきたものの、国内の観光地においては、豊富な観光資源を十分に活用するための

基盤整備が遅れており、依然として早急に対応すべき課題となっている。また、「ナショナル・

アジェンダ 2006 ～ 2015 年」において所得創出機会の改善が主要課題のひとつとして掲げられ

ており、主要産業である観光産業は雇用吸収力の面でも期待されている。なお、「国家観光戦略

（NTS）2011 ～ 2015 年」においては、①観光マーケティングとプロモーションの強化、②観光

関連商品の開発、③観光関連の労働市場の開発、④法制面での環境整備、を通じて、2015 年度

の観光収入を JD 4.2 billion とする目標が掲げられている。

このような状況を受け、同国観光遺跡省（MOTA）は、国内の観光資源を有効に活用し、また、

外国人観光客にとって親しみやすく魅力的なものにするため、日本政府に対し「観光セクター

開発事業」に係る円借款を要請し、1999 年に JBIC（当時）と円借款契約の調印を行った。当該

円借款事業は、観光客の滞在日数の増加、観光産業の振興による外貨収入の獲得に寄与するこ

とを目的とし、ヨルダン国内 4 カ所（首都アンマン、サルト市、死海及びカラク）で博物館の

建設・改修を含む観光基盤整備を行った。また、日本政府は、同円借款事業と併せて、JICA を

通じた技術協力プロジェクト「博物館を通じた観光振興」（2004 ～ 2007 年）を実施し、これら

4 つの博物館の運営管理体制の整備というソフト面の支援を行った。さらに、技術協力プロジェ

クト終了後には、追加支援として要請された案件実施支援調査（SAPI）において、国立博物館

の開館に係る支援や、サルト市における「エコミュージアム構想 」の推進及びサルト歴史博物

館の開館に係る支援などを実施した。

本件評価調査対象である技術協力プロジェクトのサイトであるサルト市は、首都アンマンの

北西約 20 キロに位置し、19 世紀後半から 20 世紀初めに通商で栄えた街であり、当時建てられ

１．案件の概要

国名：ヨルダン・ハシェミット王国 案件名：サルト市における持続可能な観光開発プロジェ

クト

分野：民間セクター開発 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：産業開発・公共政策部 協力金額（評価時点）：3.03 億円

協力期間：

2012 年 9 月～ 2015 年 8 月（3 年間）

先方関係機関：観光遺跡省（MOTA）

日本側協力機関：特になし

他の関連協力：

観光セクター開発事業（1999 年 12 月円借款契約調印、借

款金額 71.99 億円）

技術協力プロジェクト「博物館を通じた観光振興（2004
～ 2007 年）」

終了時評価調査結果要約表
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た黄色の石造の建造物と固有の文化が今も息づく歴史的都市である。サルト市は考古遺跡が中

心のヨルダンの他の都市と異なり、街並みと人々の生活が一体となって継承された都市遺産そ

のものが観光資源である。しかし、経済活動の中心が首都アンマンに移った現在は、伝統や文

化の担い手であった多くの地元住民が首都アンマンに移住し、歴史的建造物の多くは空き家と

なり、建造物の荒廃が進んでいる。また、近年、歴史的背景を理解しないエジプトなど他国の

移民が居住することにより、伝統的建造物・家屋の建築技術や生活様式（食文化・衣服・冠婚

葬祭等）など固有の文化も風化しつつあるなど、サルト市の観光資源といえる都市遺産は危機

的な状況に置かれている。かかる状況への対応の一環として、サルト市は 2010 年に、エコツー

リズムと農業投資を柱に持続的都市の実現を目標とする 20 年間の都市計画を策定しており、こ

こで「都市遺産の保全」が基本原則とされている。

上述の技術協力プロジェクト終了後も JICA は、サルト市において、専門家やボランティアの

派遣などを通じ、「エコミュージアム構想」の推進やサルト歴史博物館の開館に係る支援、観光

振興の計画策定、観光トレイルの開発、歴史的建造物の遺産調査などを継続的に支援してきた。

しかし、ヨルダン側の実施体制の脆弱さや、法制度の未整備、「エコミュージアム構想」を実践

するにあたり基本となる文化遺産保全整備計画や環境整備計画の未整備、地域全体の観光開発

の方策について総合的にまとめた観光開発計画書の未策定など、多くの課題が残されており、

歴史的景観や地域固有の文化を生かした観光開発には至っていない。

このような背景の下、ヨルダン政府は、これまでに整備された同市の博物館を観光拠点施設

としながら、地域住民の参加を促し自律的かつ持続的な観光振興を推進するための官民協働に

よる運営体制の構築、法制度整備、プロモーション・マーケティング能力強化、観光商品開発

等に関する支援を行う「サルト市における持続可能な観光開発プロジェクト」の実施をわが国

に要請した。

上記の要請を踏まえ、JICA は MOTA との間でプロジェクト内容に合意し、MOTA に加え、

サルト市、サルト開発公社など複数の関係機関をカウンターパート（C/P）として、2012 年 9
月から 2015 年 8 月までの 3 年間の予定でプロジェクトを実施している。

今般の終了時評価調査は、2015 年 8 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の実績

や成果を評価、確認するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類似事業

の実施にあたっての教訓を導くことを目的として実施された。

１－２　協力内容

（１）上位目標：

文化遺産を活用した地域住民に裨益する観光開発が推進されることにより、サルト市に

おける都市遺産が保全され地域住民の生計向上に資する。

（２）プロジェクト目標：

サルト市において地域の文化資源を活用した地域住民に裨益する観光開発が推進される。

（３）成果（アウトプット）：

１．エコミュージアムコンセプトによる観光開発を実現する仕組みが整備される。

２．歴史的都市景観が保存される仕組みができる。

３．観光システム（コア / サテライト / トレイルから構成）が構築される。

４．文化資源を保全しつつ地域住民に裨益する観光商品が開発される。

（４）投入（終了時評価時点）：

＜日本側＞（総投入額　3.0 億円）

・短期専門家 9 名

ii



‐総括／観光開発

‐副総括／観光開発

‐エコミュージアム（2 名）

‐景観管理（2 名）

‐観光マーケティング／観光開発

‐観光マーケティング

‐業務調整

・本邦研修　研修員 15 名（3 回実施）

・機材供与　23 千 JD
・現地活動費　29.3 百万円（2015 年 1 月末時点）

＜ヨルダン側＞

・C/P の配置 9 名

・専門家に必要な執務スペースと設備

・サルトフェスティバル費用　約 19,000 JD（2013 年及び 2014 年分合計）

３－１　実績の確認

（１）アウトプットの達成度

１）成果１：エコミュージアムコンセプトによる観光開発を実現する仕組みが整備される。

成果１はほぼ達成している。サルト・エコミュージアム（SEM）の継続的な推進及び

運営を担う体制として設立された SEM 運営委員会
1
は 2014 年 2 月の設立以来、ほぼ毎

月会議が開催されており、「観光開発を実現する仕組み」はある程度整備されたといえる。

しかし、その事務局機能は、ほぼプロジェクト雇用のローカルスタッフが担っている状

況である。また、同委員会は市長、MOTA 次官など職位が高いメンバーが多く、月次会

議は負荷が大きくなっている。

新 SEM 計画は 2013 年 9 月にドラフト作成済みであり、プロジェクト終了までに上記

SEM 運営体制などの反映を行い、SEM 運営委員会の承認を受ける計画である。今後必要

性を増す審議会
2
の開催には委員に対し一部謝礼の支払いが必要となるが、その予算は

確保されておらず、懸念事項のひとつとなっている。

２）成果２：歴史的都市景観が保存される仕組みができる。

成果２はほぼ達成している。景観管理ガイドラインは、サルトの世界遺産リストへの

２．評価調査団の概要

調査団

担当業務 氏名 所属／役職

団長 永江　勉 JICA 客員専門員

観光開発 髙寺　奎一郎 （公財）国際開発救援財団　観光チーフアドバイザー

協力企画 神保　尚美 JICA 産業開発・公共政策部　産業・貿易第一課　調査役

評価分析 高木　晃 株式会社アイコンズ　取締役　主任コンサルタント

調査期間 2015 年 4 月 3 日～ 2015 年 4 月 23 日 評価種類：終了時評価

３．評価結果の概要

1
　MOTA、サルト市（GSM）、サルト歴史博物館（HOSM）、サルト開発公社（SDC）、サルト市景観整備事業（ASCD）から構成される。

2
　景観管理審議会、文化資源管理審議会、観光管理審議会の 3つの審議会を設立。SEM運営委員会に技術的専門事項の答申を行う。

iii



登録に必要な技術水準に合致するなど評価が非常に高く、既にサルト市議会で承認済み

である。今後 2 カ月ほどで、地方自治省などからの承認により最終化される見込みであ

る。同ガイドラインに基づき、歴史的建造物の修復のためのパイロット事業を開始。痕

跡調査、測量・現況図面の作図、修復計画・復原図面制作、安全衛生管理など、実際の

工事着工に係る準備を支援・実施した。ガイドラインは今後のパイロット事業を通し、

必要に応じ改訂が行われる予定であるが、本プロジェクト期間内では、パイロット事業

の完了は見込まれないことから、今後の改訂作業は ASCD が主体となり行う見込み。

上記パイロット事業の完了は、プロジェクト期間内には見込まれないものの、内容

的にはガイドラインは既に最終化されていることや、上記パイロット事業以外にも、

MOTA の保全整備事業において本プロジェクトがガイドラインを活用して一部支援を

行っており、ガイドラインの実際の事業への適用は十分なレベルで実施されたと考えら

れることから、「歴史的都市景観が保存される仕組み」はおおむね構築されたといえる。

３）成果３：観光システム（コア / サテライト / トレイルから構成）が構築される。

成果３は既に達成されている。展示 / 解説資料については、ハーモニートレイル及び

デイリーライフトレイル（サルトの日常生活がテーマ。市内で最も活気のあるハマムス

トリートを散策するルート）のマップ / ビデオ、エコミュージアムブローシャー、ウェ

ルカムビデオ、教育トレイルビデオを含む 7 種類の資料が作成済み。教育トレイルマッ

プ、コア博物館の展示用パネルを現在作成中。

ハーモニートレイルに続き、デイリーライフトレイルの開発が終了した。加えて、プ

ロジェクト終了時までに、教育トレイルの開発が終了する計画となっている。

サテライトについてはハーモニートレイルにて 10 件、デイリーライフトレイルにて 22
件のサテライトが設定された。

ローカルガイドの育成のためトレーニングを行っており、既に 11 名がガイド可能なレ

ベルに達している。（英語ガイド 4 名、英語ガイドアシスタント 3 名、アラビア語ガイド

4 名）

上記のとおり、設定された指標はすべて目標を大きく上回る成果を上げている。一方、

これら成果はプロジェクト雇用のローカルスタッフ 2 名に負う部分も大きく、今後の技

術的持続性（ローカルガイドの育成、新たなトレイルの開発など）に懸念が残る。

４）成果４：文化資源を保全しつつ地域住民に裨益する観光商品が開発される。

観光商品は満足いくレベルで開発されたが、観光客の受入れ体制及びその運営能力に

ついては懸念がある。サルトブランド商品については認定基準を設定し、品評会を実施。

20 件の応募の中から 8 点をサルトブランド商品として認定した。観光マーケティング・

プロモーション計画については 2014 年 3 月に策定済みであるが、当該計画期間が 2014
年 10 月までとなっており更新が必要である。プロモーションマテリアルについては 7 種

類作成済み。

2015 年 4 月に現地在住日本人向けモニターツアーを実施。ローカルガイドをはじめツ

アーに対し高い評価を得た。H.I.S. 社ヨルダン支店が、1 日のオプショナルツアーとして

サルトツアーを 2015 年 4 月より販売開始した。SDC による運営体制の下、トレイルツ

アーにおける料金、ガイドへの支払いなどについての取り決めが行われた。

上記のとおり、観光商品の開発においては、一定の成果が出ているが、実際のオペ

レーションを行う SDC にはその経験がほとんどなく、今後のオペレーションに懸念が

残っている。
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（２）プロジェクト目標の達成状況

プロジェクト目標：サルト市において地域の文化資源を活用した地域住民に裨益する観

光開発が推進される。

プロジェクトはおおむねその目標を達成している。ハーモニートレイルに続き、デイ

リーライフトレイルの開発が終了し、またサルトブランド商品も選定されるなど、地域資

源を生かし、かつ住民に裨益する観光開発（ホームビジット、ローカルガイド、デイリー

ライフトレイル内のショップ、ブランド商品生産者など）が進んでいるといえる。終了時

評価時点において、十分な数の地域住民が上記観光商品へ組み込まれており、また彼らが

今後も継続して活動できる環境も整いつつある。

2015 年 4 月実施のハーモニートレイル・モニターツアーでは、ツアー及びガイドなどが

高く評価された。残されたプロジェクト期間内において、更なるモニターツアーの実施に

より、関係者がオペレーションの経験を積むとともに、ターゲット層を含むさまざまな顧

客層からのフィードバックを得ることが望まれる。

SEM 運営委員会による運営体制の下、ホームビジット制度、ローカルガイド制度などが

確立され、観光地としてのサルトを支える各種システム・制度が整いつつある。地域住民

の巻き込みを促進するため、ワークショップ、フェスティバル、キッズアクティビティな

どの活動も行われている。一方、SEM 運営委員会の事務局機能は依然プロジェクト雇用の

ローカルスタッフが担うなどの懸念が残されている。

３－２　評価結果の要約

（１）妥当性：高い

１）ヨルダン国政策との一致

「政府開発実行プログラム（2011 ～ 2013 年）」で観光商品の多様化、「国家観光戦略（2011
～ 2015 年）」においても多様な観光経験機会の提供や魅力的な観光商品の開発をうたっ

ている。本プロジェクトは歴史的文化的資源を活用した観光開発であり政策に整合して

いる。

２）日本国政策との一致

対ヨルダン国別援助方針（2012 年）では、自立的・持続的な経済成長の後押しを重点

分野のひとつとして掲げ、観光業などの開発可能性の高い産業の振興を制度面・技術面

から支援するとしている。

３）ステークホルダーのニーズとの一致

サルト市 /ASCD はサルト市の観光開発を長きにわたり推進している。MOTA は政府

方針に沿い観光目的地の多様化を進め、MOTA バルカ支局は、当該地域における責任組

織としてサルト市の観光開発に携わっている。HOSM はエコミュージアムコンセプトの

下、展示物を充実させる必要がある。SDC はサルト市の社会的及び経済的発展のために

活動している。本プロジェクトはステークホルダーのニーズと合致するものである。

４）日本の技術の利用

本プロジェクトでは特に「まちじゅう博物館」に代表される萩市が蓄積してきた観光

開発における一連の知識、経験、技術をいかんなく活用している。加えて、日本には伝

統的建造物群保存地区制度を通じた歴史的都市景観保全の経験とノウハウが蓄積されて

おり、サルト市の開発を日本が支援する技術的妥当性は高い。

５）ターゲットとアプローチの選定の適切性

サルト市は有形、無形の文化遺産が融合するリビングヘリテージとして特徴づけられ
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る特有の価値はエコミュージアムのコンセプトに合致するものである。同コンセプトは

サルトにとって全く新しいコンセプトであったものの、サルト市の貴重な資源に価値を

見いだすコンセプトであったため、サルト市民からも徐々に受け入れられた。

（２）有効性：やや高い

１）プロジェクト目標の達成度合い

実際の観光客の受入れは今後の課題であるもののプロジェクト目標は終了時評価時点

においておおむね達成されている。トレイルの開発、ホームビジット制度、ローカルガ

イド、サルトブランド制度が出来るなど、地域資源を生かし地域住民に裨益する観光開

発が進んでいる。モニターツアーの評価は高かった。今後は更なるモニターツアーの実

施により、オペレーションの経験、他の顧客層からのフィードバックを得ることが重要

である。SEM 運営委員会の設立、フェスティバルなど地域住民を巻き込む活動の推進な

ど成果を出しているといえる。

（３）効率性：やや高い

１）成果の達成度合い

本プロジェクトはおおむね目標以上にアウトプットを出している一方、対処すべき課

題もある。SEM 運営委員会の設立、委員会の定期的な開催などは成果であるが、プロ

ジェクト雇用スタッフが果たす役割が事務局機能において大きいのは課題である。景観

管理ガイドラインが世界遺産登録への活動を促進していることは特筆に値する。展示 /
解説資料の作成は設定された目標を大きく上回るものであった。

２）インプットの適切性

①日本人専門家

人数、専門性などの点において高く評価される。専門家チームは、コンサルタント、

大学、地方自治体という構成であったが、専門性などバランスが取れた派遣であった。

プロジェクト開始当初 1 年の間にプロジェクト開始当初の MOTA 本省の C/P であった

観光省テクニカルチームが消滅するなど、ヨルダン側の体制や人員の交代が起きたが、

これらの変更に柔軟に対応し、適切な投入が行われた。

②ヨルダン側スタッフ

重要なスタッフは各機関より確保され多大な貢献をしたことは評価できるが、実務

レベルスタッフの配置が十分でないことなど、より多くの人員を配置することが望ま

れる。その中で、サルト市 /ASCD が 2 人のインターンを配置し、本プロジェクトの技

術移転により彼ら自身で一定の修復作業を実施できるようになったことは評価される。

３）外部資源の活用

①さまざまな分野の専門家の活用

審議会において各分野の専門家より専門知識並びに情報を効果的に得ている。トレ

イルマップとその説明文は歴史家の検証と助言のもと作成され、マップの質の向上に

寄与した。

② JOCV
測量並びに作図の支援を通し景観管理促進に意義ある貢献をした JOCV 隊員や、

HOSM の展示物の文書化で大きな役割を担いデータベース構築に貢献した JOCV 隊員

などがいる。
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③ヨルダン人ボランティア

トレイルツアーのガイダンスやサルトフェスティバル開催時のロジスティクス支援

など、ヨルダン人ボランティアがプロジェクト活動に積極的に参加した。

（４）インパクト：高い

１）上位目標の達成見込み

上位目標は達成される見込みは高い。登録されている歴史的建築物の保存に関しては、

景観管理ガイドラインが既にサルト市 /ASCD 及び MOTA による景観管理業務に使用さ

れている。同ガイドラインは世界遺産登録へ向けた活動を促進し、その世界遺産登録へ

の取り組みは景観保全の動きを促進している。 観光促進による、サルトの地域住民への

経済的便益は、ホームビジット、ローカルガイド、デイリーライフトレイル内のショッ

プ、サルトブランド制度などを通して、増加すると予測される。

２）上位目標以外の正のインパクト

・エコミュージアムコンセプトが観光開発のアプローチのひとつとして次期国家観光戦

略（2016 ～ 2020 年）に組み込まれる見込みである。

・サルト市以外の都市が、エコミュージアムコンセプトに関心を持ち始めている。

・景観管理ガイドラインが世界遺産登録の動きを促進している。

・�サルト市 /ASCD が駐車場整備、ゴミ清掃、SDC はトイレ設置とレストラン運営、

MOTA/HOSM は景観保全、意識啓発活動への取り組みを行っており、地域住民の生

活、便益、景観管理の点において正のインパクトを生じさせると期待される。

３）上位目標以外の負のインパクト

特になし。

（５）持続性：中程度

１）政策面

エコミュージアムが観光開発のひとつのアプローチとして次期国家観光戦略（2016 ～

2020 年）に組み込まれる可能性が高く、SEM の政策面での持続性を担保することになる。

２）組織、技術、財政的側面

① SEM 運営委員会

SEM 運営委員会が法的地位を得て設立されており、組織の持続性は一定の評価がで

きる。しかし、事務局機能の多くが、プロジェクト雇用のローカルスタッフにより担

われていることは憂慮すべき点である。また、今後、審議会開催の際、場合により予

算が必要になるが、その適切な予算措置も懸念のひとつである。

②サルト市 /ASCD
サルト市 /ASCD は彼ら自身で業務を実施している。2 人のインターンをプロジェク

ト期間中に配置し修繕業務に係る一定の能力を身に付けた。

③ MOTA バルカ支局 /HOSM
MOTA バルカ支局 / HOSM はこれまで多くの成果を出したが、2 人のプロジェクト

雇用ローカルスタッフによる貢献も大きい。成果発現に大きな役割を果たしてきた 2
人のプロジェクト雇用ローカルスタッフの雇用が、プロジェクト終了後も確保される

かどうかは不確定であることから、組織、技術面での持続性に課題がある。加えて、

MOTA バルカ支局 /HOSM の予算は活動実施に十分でない。MOTA は十分な予算配分

をするよう取り組む必要がある。
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④ SDC
ツアーコーディネーション、ゲートウェイ及びブランドショップ運営の準備が整い

つつあり、それらのオペレーションの段階に入っている。ツアー等の観光商品の準備

はできているものの、実際のオペレーション経験はいずれにおいてもほとんどない。

オペレーション開始後どのような課題が生じるのか懸念がある。SDC は関連機関から

の寄付金によって運営されているため、寄付金の使用目的を寄付者に説明でき、納得

してもらえるかどうかがより重要なポイントとなる。一定数の観光商品を開発してい

ることは評価される一方、オペレーションの面で懸念が大きい。

３－３　効果発現に貢献した要因

（１）計画内容に関すること

・本邦研修

萩市でエコミュージアムコンセプトに基づく観光開発のグッドプラクティスを観察し

詳細なイメージを持つことができ、サルト市における新たな観光商品開発につながった。

また、景観管理に係る政策・制度などの情報も新たな政策・制度策定において有用で

あった。

・SEM コンセプトと各ステークホルダー機関のニーズ、役割との一致

多くの機関が関与する難しいプロジェクト運営であったが、SEM のステークホルダー

機関は協調して活動を実施してきた。これを可能にした理由のひとつは、SEM コンセプ

トと各ステークホルダー機関のニーズ、役割とが合致していたことが挙げられる。

（２）実施プロセスに関すること

・各 C/P 機関のリーダーの高いコミットメント

各リーダーがプロジェクトの目的・意義をよく理解し、一連の活動に積極的に関与し

た。

３－４　問題点及び問題を惹起した要因

（１）計画内容に関すること

特になし。

（２）実施プロセスに関すること

・エコミュージアムコンセプトは新しいものであり、SEM 促進にあたり、現行制度の検証

や新しい制度の策定などが必要であった。これらは多大な作業と時間を要したが本邦研

修・萩市長による講演等を効果的に活用し、理解の促進を図った。

・�特に成果３に関し、ヨルダン側の職員配置に大きな改善はみられず、職員に対する技術

移転は必ずしも順調に進まなかったものの、プロジェクトローカルスタッフの活用を通

じて所定の成果を達成することができた。なお、プロジェクトローカルスタッフのヨル

ダン側での雇用について継続検討中である。

・�サルト市への観光客が少なく、①観光商品を観光客にテストしてもらうことができない、

②意識啓発の際、地域住民のモチベーションを上げることが難しい、③オペレーション

の経験を積むことが難しい、などの課題が生じた。

・�保全対象の建造物が複数のオーナーにより所有されコンタクトするのが困難な場合があ

り、景観保全業務において遅れを生じさせる要因となった。
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・�ベースライン、エンドライン調査の実施過程を分析したところ、一部計画どおりに実施

されなかった可能性があり、プロジェクト目標の指標のひとつが正確に測定できなかっ

たが、その他の指標を参考に評価を実施した。

　　　

３－５　結論

本プロジェクトはヨルダン政府の開発戦略並びに観光開発政策、関係機関のニーズに合致し

たものであり、実施妥当性が高いといえる。また、サルト市をターゲット地域として選定し、

エコミュージアムコンセプトを観光開発のアプローチとして採用した本プロジェクトの設計は

非常に適切であったと評価できる。萩市の経験が十分に活用されるよう本邦研修、専門家派遣、

活動が適切に計画されていたことも評価される。

プロジェクトは約 2 年 8 カ月という短期間でその目標をおおむね達成しており、有効性はや

や高いものと評価される。プロジェクトにより設立された SEM 運営委員会が、SEM の推進及

びコーディネーターとしての役割を担っていることは評価される。

観光商品並びにその開発過程に地域住民を巻き込み、地域資源の活用も十分であった。その

結果、ホームビジットやローカルガイドに関する制度の構築や、トレイルの開発や、サルトブ

ランドの開発 / 認定などの活動を通じ、地域住民に裨益をもたらす観光商品の開発に成功して

いる。

全体として、アウトプットは計画以上の成果を達成しており、効率性の向上に寄与している。

日本人専門家はコンサルタント、大学、地方自治体という構成であったが、それぞれの強みを

生かした、また各成果に則したバランスの取れた派遣であった。ヨルダン側人員配置において

は、各組織のリーダーのコミットメントが高く、プロジェクトへの積極的な関与があったこと

が評価される一方、その人数や実務レベルの人員配置という点については、プロジェクト期間

を通して大きな改善がみられなかった。

インパクトである上位目標に関しては、景観管理ガイドライン策定と同ガイドラインのもと

での保全事業実施により直接的な貢献、また世界遺産登録への準備活動の促進を通した間接的

な貢献があるといえる。地域住民への裨益に関しては、その仕組みは構築されており、今後、

その裨益の規模、裨益対象の拡大などへの取り組みを強化することで、より大きな裨益効果が

期待される。

また、エコミュージアムコンセプトが、次期国家観光戦略での戦略のひとつとしてうたわれ

ることが MOTA 次官により言及されており、本プロジェクトへのヨルダン側からの評価の高さ

を示すとともに、本プロジェクトの正のインパクトとして評価される。

持続性に関しては、次期国家観光戦略にてエコミュージアムコンセプトがうたわれることへ

の期待から、政策面では引き続き、または現状以上の位置づけとなることが推測される一方、

実施機関の体制、技術、財政面での持続性においてはいくつかの懸念が残る。特に、プロジェ

クト終了後、SEM 運営委員会の事務局機能を誰がどのように担うのか、また、観光商品開発や

ローカルガイド育成などに大きく貢献し、今後とも SEM 促進に重要な役割を果たすと期待され

るプロジェクト雇用のスタッフ 2 名が、引き続き SEM に関与できる体制を築くことができるの

か。また、観光客を受け入れる準備はほぼできているものの、まだ関係機関にオペレーション

の経験がほとんどなく、更なるモニターツアーの実施などにより、関係者がオペレーションの

経験を積むとともに、顧客からのフィードバックを得ることが望まれる。これらの点が持続性

における大きな懸念である。

以上を踏まえ、地域の文化資源を観光商品として活用する素地はほぼ完成しつつありプロ

ジェクト目標はおおむね達成見込みであるものの、観光客の増加によるコミュニティへの裨益
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はまだ限定的な状況であり、SEM の観光商品としての価値は十分に確認できておらず、「地域

住民への裨益」という観点で課題が残ることから、本調査団としては下記３－６の提言に加え、

プロジェクトの 1 年間の延長を提言した。

３－６　提言

（１）SEM 運営委員会の持続性確保

今後、観光客の受入れが進んでいく中で、エコミュージアムコンセプトに基づく観光振

興と、ビジネス・収益性重視の観光開発との間の調整など、観光開発の方向性を検討・決

定していく役割として、SEM 運営委員会が機能していくことが、SEM の持続性を確保にあ

たり大変重要な課題である。そのためには、SEM 全体の運営において中心的役割を果たす

機関（事務局機能を含む）の決定が必要である。SEM 運営委員会の事務局機能については、

現状プロジェクトのローカルスタッフが担っている状況であり、SEM 運営委員会において

今後の対応方針を早急に検討していく必要がある。なお、SEM 運営委員会の運営体制につ

いては、従来の高官がメンバーとなる委員会をステアリングレベルとし、現在定期的に開

催されている実務的な委員会をワーキングレベル会合として設定し、より機動的な体制と

することが望ましい。

（２）プロジェクト雇用ローカルスタッフのヨルダン側における雇用

プロジェクト雇用ローカルスタッフは、SEM 運営委員会の事務局、ローカルガイドの

マスタートレーナー、トレイル開発等のリサーチアシスタントなど、多くの重要な役割

を果たしている。至急 SEM 運営委員会で今後の雇用方法について検討する必要がある。

なお、SDC による雇用について具体的に検討していくことが望ましい。

（３）SEM 計画及びマーケティング・プロモーション計画の改訂と承認

SEM 計画については修正版のドラフト後、SEM 運営委員会の発足、ローカルガイド制

度・ホームビジット制度などの決定があり、それらを反映する必要がある。また将来的な

課題として、SWOT 分析等を活用し、単年度ごとの活動計画を作成していくことが望まし

い。

マーケティング・プロモーション計画については、活動内容の明確化、必要予算の積算、

実施スケジュール確認のため、年度ごとの活動計画策定が望まれる。また、将来的な課題

として SEM のサポーターグループの形成を検討することが望ましい。

（４）ツアーオペレーション・観光システムの改善・機能強化

SDC にとって、観光客向けツアーのランドオペレーションを行うのは初めてであり、実

践を通じた改善が必要である。また、10 月に開催予定のサルトフェスティバルについては

まだ検討が始まっていない段階である。そのため調査団としては、以下の提言を行った。

①　月次モニターツアーの実施（ランドオペレーション改善、プロモーション）

②　ゲートウェイのオペレーション計画策定（ローカルガイド配置計画、ガイド時間設

定など）

③　ローカルガイドの能力強化（英語、安全管理・緊急対応）

④　サルトフェスティバルの詳細計画づくり、中心機関の選定
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（５）MOTA のエコミュージアムを推進する仕組みへの理解

MOTA は次期国家観光戦略にエコミュージアムの概念を盛り込み、他地域に展開してい

くことを検討中である。検討にあたっては、SEM の仕組みを十分に活用していくことが

重要である。さまざまな機関が関わる観光開発において、連携して観光開発を推進する仕

組みである SEM 運営委員会設立が成功の要因・原動力であり、すべてのプロセスがエコ

ミュージアムの運営に必要であることの認識を持ち、理解することが重要である。

（６）各 C/P 機関による継続的な住民啓発の必要性

サルト市が清掃員を増員するなどの取り組みを行う予定であるが、並行して、住民のゴ

ミ問題についての啓発活動も引き続き実施していく必要がある。また、運転マナーについ

ても改善を図っていく必要がある。

３－７ 教訓

（１）エコミュージアムコンセプトと人々の文化・価値観との調和

エコミュージアムは地域住民にとっても関係機関にとっても、新たな概念ではあったも

のの、サルトの歴史・文化・人々の価値観と方向性が合致したことにより、地域の人々に

広く受け入れられた。プロジェクト対象地域において新たな概念を導入する際には、当該

地域の歴史・文化的背景、人々の生活・行動様式との調和が図れるかどうかが非常に重要

である。

（２）プロジェクト内容と関係者の役割・戦略との一致

本事業においては、観光対象の多様化、新たな観光商品の開発及び多様な観光体験の提

供、歴史的景観の保全など、各 C/P 機関が本来行うべき業務や今後の戦略・開発ニーズと、

プロジェクトの方向性・取り入れているコンセプトが一致していたことが成功の要因と

なっている。このような方向性の一致により、各機関が観光開発のあり方を理解し、それ

ぞれの役割を果たしていくことが可能となった。また、このことが各機関のリーダーの理

解とコミットメントを促し、プロジェクトの円滑な運営に貢献した。

（３）観光開発におけるプロジェクト対象地域の選定

上記（１）、（２）の観点から、プロジェクト対象地域の選定にあたっては、十分な調査

と分析が必要である。本件においては、コンセプトの一致、各機関との方向性との一致の

みならず、主要都市からの距離そのものがサルトの比較優位となり、主要な観光目的地と

なる可能性を引き出すことに大きく貢献している。

（４）具体的な事例からの学び

本プロジェクトの実施にあたっては、萩市の事例を効果的に活用し、本邦研修において

も萩市を訪れ、エコミュージアムコンセプトを活用した実践の事例を見ることで、関係者

の中で、実際の活動の具体的なイメージを深めることができた。このように、新たなコン

セプトや仕組みを導入する際には、具体的事例を活用し、本邦研修・第三国研修等で事例

を実際に紹介することが極めて有効であることが確認された。

（５）プロジェクト当初からの十分な C/P 職員の配置

本プロジェクトにおいては、プロジェクト当初の実施体制から C/P の人員体制が大きく
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変更になり、プロジェクトの円滑な実施に影響を及ぼした。その後、各機関のハイレベル

の強いコミットメントを得ることができたものの、技術移転する事務レベルの職員の不足

により、成果を上げている一方で、持続性に不安が残る状況となっている。プロジェクト

開始時点からの適切な C/P 人員の配置がプロジェクトの持続性を担保するうえで非常に重

要である。

（６）観光開発プロジェクトの実施方法

本プロジェクトのように、一般に、観光開発・振興においてはさまざまな関係者が関わ

る必要がある。本件においては、プロジェクトの中盤以降に各関係者間の調整機能を果た

す役割として SEM 運営委員会が形成されたが、持続性の観点からは、プロジェクト計画段

階から信頼性及び責任ある調整組織の形成が必要である。

（７）プロジェクト期間の妥当性

上記（６）のとおり、観光プロジェクトにはさまざまな関係者が関わるため、観光客を

受け入れる体制づくり（制度面含む）に一定の時間を割く必要がある。また、本件対象地

域のように、十分な観光商品がなかった地域においては、観光商品の開発がなされないま

まプロモーションを行うことは難しい。他方、プロモーションを行い、一定の観光客受入

れによる実践を行わない限り、プロジェクトで開発した商品・システムの定着は難しい。

したがって、プロジェクトの計画段階においては、観光商品開発、観光客受入れシステ

ム・体制づくりのみならず、その実際の運用のタイミングについても考慮に入れたうえで

計画を立てる必要がある。
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1. Background of the Project
MOTA and Japan International Cooperation Agency agreed to implement ‘Sustainable Community 

Tourism Development Project in As Salt City’ (hereafter referred as ‘the Project’) in June, 2012. About two 
and half years have passed since the Project was launched in September, 2012. Considering the fact that 
the Project is to be completed in August 2015, the Terminal Evaluation has been conducted with an aim to 
evaluate the activities and outputs which have come up in the Project, and to extract lessons from the result to 
make recommendations on the activities for the remaining period of the Project and measures should be taken 
after the termination of the project.

2. Project Overview
(1) Overall Goal

The implementation of tourism development in As Salt City contributes to conserve historic townscape as 
well as to improve their livelihood.
(2) Project Purpose

Tourism development which utilizes local cultural resources and benefit local community is promoted in 
As Salt City.
(3) Outputs

1) A mechanism to materialize tourism development based on the Ecomuseum3 concept is prepared.
2) A mechanism to conserve historical urban townscape is established.
3) A tourism system consisting of core museum, satellite and trail is established.
4)  Tourism products which utilize and conserve local cultural resources and benefit local community in a 

sustainable way are developed.
(4) Inputs
Japanese side:

Experts nine (9) persons
- Chief Advisor/TourismDevelopment
- Deputy ChiefAdvisor/TourismDevelopment

The Summary of Terminal Evaluation 

I. Outline of the Project

Country: Hashemite Kingdom of Jordan Project title: Sustainable Community Tourism Development 
Project in As Salt City

Issue/Sector: Private sector development Cooperation scheme: Technical cooperation project

Division in charge: Industrial Development 
and Public Policy Department

Total cost: 303 million yen

Period of 
Cooperation

 (R/D): 
3 years from September 
2012 to August 2015

Partner Country’s Implementing Organization: Ministry 
of Tourism and Antiquities (MOTA)
Supporting Organization in Japan:

3
　Ecomuseum is the concept to compare a certain area to “open-sky museum”, where the community members, on their own initiatives, preserve, 
conserve, present and utilize their inherited tangible and intangible heritages such as nature, culture and lifestyle in sustainable and scientific 
manners. Its purpose is to lead to the development of the local community through interactions between the community members and visitors 
who have deepened their understanding of the value of the heritages.
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- Ecomuseum (two persons)
- TownscapeManagement (two persons)
- TourismMarketing/TourismDevelopment
- Tourism Marketing
- Project Coordinator

Training in Japan: 15 persons
Equipment: 23,009 JD
Local cost: around 29.3 million JPY as of the end of January 2015

Jordanian Side:
Counterpart: 9 persons
Office space for Japanese Experts
Cost for Salt festival: around 19,000 JD in total for the Salt festivals in 2013 and 2014. 

3-1. Review on Achievements
(1) Achievements of Outputs

Output 1: A mechanism to materialize tourism development based on the Ecomuseum concept is prepared.
Output 1 is almost achieved at the time of the terminal evaluation.

It can be said that “A mechanism to materialize tourism development” has been prepared to some 
extent since the SEM Management Committee was established and the committee has been held almost 
monthly since its establishment. It was, however, observed that monthly meetings is too much considering 
the fact that the committee is the decision-making body and consists of high-ranking officers, and there 
is a need to change its structure. In addition, there is a concern that JICA still plays a major role in the 
committee especially as secretariat. 

The new Ecomuseum plan and action plan was formulated in September 2013 after review of the 
original plan. The Project plans to revise some of the contents and have the plan authorized by the SEM 
management committee by the end of the Project. The needs for having the technical committee meetings 
would be more increased from now on. Although the SEM Management committee will have to pay for 
technical committee members in some occasions, the SEM Management committee does not have a proper 
budget for that.

II. Evaluation Team

Members of 
Evaluation
Team

Mr. Tsutomu  Nagae Team Leader Visiting Senior Advisor, JICA

Mr.Keiichiro Takadera
Tourism 
Development

Tourism Chief Advisor, 
Foundation for International Development / 
Relief

Ms Naomi Jimbo Cooperation 
Planning

Assistant Director, Private Sector Development 
Group, Industrial Development and Public Policy 
Department, JICA

Mr. Akira Takagi Evaluation
Analysis

Senior Consultant, ICONS Inc.

Period of 
Evaluation

3/April/2015~23/April/2015 Type of Evaluation: Terminal evaluation

III. Results of Evaluation
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Output 2: A mechanism to conserve historical urban townscape is established.
Output 2 is considered to be nearly achieved at the time of the terminal evaluation. 

The draft version of the guidelines for townscape management was completed and is highly evaluated 
since the guidelines are in line with the requirement of the preparation for the World Heritage registration. 
The draft was already approved by the Salt city council and is expected to receive final authorization by 
the end of the Project.

In the pilot project, technical assistance was provided, on the basis of the draft of the townscape 
management guidelines, for measurement, preparing drawings on the present state and renovation plan, 
safety and health management of the construction site, and preparation of the construction site. The 
guidelines might be revised if necessary through implementation of the pilot projects. GSM/ASCD are 
expected to complete the pilot project and revise the guidelines since it is not likely to complete the pilot 
project by the end of the Project.

 Although it is not likely to complete the pilot project by the end of the Project, the guidelines has been 
finalized in essence. Apart from the above pilot project, the guideline concept is already introduced in the 
Khader street conservation project, which is being conducted by MOTA. Therefore it can be said that the 
degree of the application of the guidelines to actual works is satisfactory and “a mechanism to conserve 
historical urban townscape” has been almost established. 

Output 3: A tourism system consisting of core museum, satellite and trail is established.
Output 3 is considered to be already achieved at the time of the terminal evaluation.

As for exhibition and interpretation materials, maps /videos for Harmony trail and Daily life trail, 
Ecomuseum brochure, welcome video, Education trail video were already developed. Education trail map 
and panels for core museum are under development.

Two trails, the Harmony trail and the Daily life trail, were developed. In addition, the Project is working 
on the development of a new trail, the Education trail, which is expected to be developed by the end of 
the Project. In total, 32 satellites are formulated; 10 satellites are included in the Harmony trail and 22 
satellites are in the Daily life trail.

11 trail guides were trained as heritage guides (local interpreter) who understand the contents and are 
able to explain them on their own. (Four English guides, three English assistants, and four Arabic guides)

On the other hand, there is a challenge regarding the sustainability of organizational and technical 
aspect of Output 3. The two Project local staff members hired by the JICA Project play a significant role 
in activities relating to Output 3.

Output 4:  Tourism products which utilize and conserve local cultural resources and benefit local community 
in a sustainable way are developed.

Tourism products such as Salt brand and Salt tour are developed, and promotion materials are also 
prepared to a satisfactory extent. On the other hand, there are concerns in operation and promotion of those 
products.

Selection criteria and process for the Salt brand were set and the Project received 20 applications for 
the selection and eight of them were certified as Salt brand at Salt Festival in 2014.

A monitor tour in April 2015 was arranged for Japanese. The most of participants gained satisfaction 
from the tour, especially for local guides and the tour. H.I.S. Jordan started to sell Salt tour as one day 
optional tour in April 2015. Under the operation system of SDC, prices of trail tours and payments for local 
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guides have been set.
As mentioned, the Project sees some results in development of tourisms products. On the other hand, 

there are concerns in operation since SDC has little experience in actual operation. 

Achievements of Project Purpose
Project Purpose:  Tourism development which utilizes local cultural resources and benefit local community 

is promoted in As Salt City.
The Project purpose is almost achieved at the time of the terminal evaluation.
Daily life trail was developed followed by the development of harmony trail, and the first selection of 

salt brand products was done. It can be said that tourism development which utilizes local cultural resources 
and benefits local community is moving ahead. Satisfactory number of local people is incorporated into 
the tour products at the time of the terminal evaluation and the environments where they can continuously 
work are being developed.

The harmony trail tour and local guides were highly evaluated by the participants in the monitoring 
tour. In the remaining period of the Project, the Project has to make efforts to collect feedbacks from 
various types of tourists as well as to gain experience in operation through conducting more monitoring 
tours.

In the Project, under SEM Management Committee, new systems such as home visit and local guide 
were established, and it can be said that the mechanism for promoting SEM is gradually being put into 
place. To promote the involvement of local people, activities such as workshops, festivals and kids’ activity 
are implemented.  However, a concern still remains that the Project staff members play a major role in 
SEM management committee, especially as secretariat.

3-2. Summary of Evaluation Results
(1) Relevance: High

i. Consistency with the development policy of the government
The Executive Development Program 2011-2013 and the National Tourism Strategy 2011-2015 

emphasizes the importance to develop attractive tourism products as well as to provide a variety of tourism 
experiences to incoming tourists. The Project’s direction, which is to promote sustainable tourism in As 
Salt city with use of historical and cultural resources, is exactly in line with the governmental policy.
ii. Consistency with Japanese ODA policy

Country Assistance Policy for Jordan (2012) sets “Supports to sustainable economic development” as 
one of the three priority assistance areas. In this area, the Policy mentions that Japan supports the sectors 
that have development potentials such as tourism sector from institutional and/or technical aspects.
iii. Consistency with the needs

As Salt city and ASCD have been long making efforts to promote tourism in As Salt city with its historical 
townscape and traditional life style. MOTA has been paying attention to diverse the tourist destination on 
the basis of the governmental tourism policy. MOTA Balqa has long engaged in development of tourism 
at Salt as a governmental responsible organization in the area. HOSM needs to enrich the contents and 
displays of the museum in order to fully function as Core museum under the Ecomuseum concept. SDC 
has been working for city’s social and economic development as a nonprofit organization for the past 
decades. The Project is matched with the needs of the stakeholders.
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iv. Advantage of Japanese technologies
The Project has been introducing a series of knowledge, experiences and technical skills that have 

been accumulated in Japan. Hagi City’s experiences in particular, on tourism promotions and marketing 
with local people’s participation were utilized effectively in the Project. In addition, the regulations for 
preservation of historical buildings and houses/area and land use plan in Japan are the effective example, 
whose concept can be applied to tourism development in As Salt city.
v. Appropriateness of the Target Area and the Approach (Ecomuseum)

There exist core values in As Salt City characterized by “living heritage”, in which inherited tangible 
and intangible assets are amalgamate. These values absolutely match with the concept of Ecomuseum. 
Although the concept was totally new to Jordan, the concept became gradually accepted by Salt since 
Ecomuseum was an only concept that finds value in such precious assets.

(2) Effectiveness: Relatively High
i. Achievement of Project purpose

The Project purpose is almost achieved at the time of the terminal evaluation. The Project has prepared 
mechanisms, in which local people have occasions to get benefits from tourism, such as home visit, local 
guide, daily life trail, and Salt brand. The harmony trail and local guides were highly evaluated by the 
participants in the monitoring tour. The Project has to make efforts to collect feedbacks from various 
types of tourists as well as to gain experience in operation through further monitor tours. It is a great 
achievement that SEM Management Committee was established and involvement of local people in the 
tourism development, which forms the basis for SEM, has been promoted through several activities. On 
the other hand, there are some concerns. The Project still needs to make further efforts to attract more 
tourists to Salt. SEM management committee needs to find out a way to secure its sustainability.
ii. Inhibition factors

The Project has not witnessed much improvement in the issue of allocation of staff members at each 
organization from Jordan side. That situation has made the technical transfer difficult.
Due to small number of visitors to Salt; 
1) The Project is not able to have tourism products tested by tourists. 
2) It is difficult to raise awareness when local people do not see sufficient number of tourist. 
3) Local interpreters and SDC are not able to get enough experiences. 

(3) Efficiency: Relatively High
i. Achievements of Outputs

Overall, the Project produced outputs more than expected, whereas there are some issues to be addressed. 
It is substantial results that the SEM Management Committee was established and the committee has been 
held almost monthly since its establishment. There is a concern, however, that JICA still plays a major role 
in the committee especially as secretariat. It was also a great achievement that the developed townscape 
management guidelines contribute to promotion of the activities for the World Heritage registration. The 
numbers of exhibition and interpretation materials produced by the Project largely surpass the targets 
of the output. On the other hand, there is a challenge regarding the sustainability of organizational and 
technical aspect since the two Project local staff members hired by the JICA Project play a significant role. 
The Project produced sufficient number of tourism products. However, there are concerns especially in 
tour operation.
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ii. Appropriateness of inputs
1) Japanese Experts

Inputs from Japanese side in number and expertise of experts are highly evaluated. The JICA experts 
consist of members from consultant, university, and local government. The inputs are well balanced.
2) Jordanian staff 

Key personnel for implementation of the Project were secured from each counterpart organization, 
and have made significant contribution to the Project. However, Jordanian side needs to allocate more 
personnel in order to ensure the sustainability of the Project’s outcomes. On the other hand, it is evaluated 
that GSM/ASCD allocated two internship staff members, who acquired skills and knowledge to carry out 
some renovation tasks by themselves.
iii. Utilization of other resources
1) Experts from various fields

Taking advantage of the technical committee, the Project effectively has obtained expertized knowledge 
and information from resource persons. Trail map and explanation texts were made with historians’ 
verification and advices. The process enhanced the quality of the map.
2) JOCV

A JOCV member made a meaningful contribution to the promotion of townscape management through 
supports for measurements and drawings. Another JOCV member played a big role in documenting all the 
museum objects, contributing to the database development.
3) Jordanian Volunteers 

Volunteers have actively participated in the Project activities including guidance for trail tours and 
logistical supports while the Salt festival.
iv. Obstructive factors that affect efficiency

The Project has encountered difficulties in contacting some owners of buildings. That causes some 
delays in implementation of townscape conservation work. 
v. Baseline and end line survey

The examination of how the baseline and end line surveys were conducted suggests the possibility that 
a question was not conducted properly, leading to the situation where an indicator of the Project purpose 
was not able to be measured.

(4) Impact: High
Prospect of the achievement of overall goal

The overall goal is likely to achieve the targets. The guidelines have been already used for townscape 
management activities by GSM/ASCD and MOTA. The guidelines promote the preparation for the World 
Heritage registration, and efforts for the World Heritage registration promote townscape conservation. 
Economic benefits on the people in Salt from tourism are likely to increase through home visits, local 
guides, shops included in the daily life trail, and the Salt brand system.

Other positive impacts
1) Ecomuseum as an approach of tourism development is likely to be incorporated into the next      version 

of National Tourism Strategy (2016-2020).
2) Some municipalities in Jordan are getting interested in the concept of Ecomuseum for their development 

approach.
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3) The townscape management guidelines promote activities for the World Heritage registration.
4) Stakeholders are working on issues related to the Project such as parking and garbage issues by GSM/

ASCD, toilet and restaurant by SDC, and townscape management and awareness raising activity by 
MOTA/HOSM. These efforts are expected to cause positive impact on improving livelihood, benefits, 
and townscape conservation.

(5)  Sustainability: Moderate
Policy Aspects

Ecomuseum as an approach of tourism development is likely to be incorporated clearly into the next 
version of National Tourism Strategy (2016 - 2020), which would secure the sustainability of SEM from 
the view point of policy.

Organizational, technical and financial aspects
1) SEM Management Committee

That the Committee is established with legal status supports the organizational sustainability to some 
extent. Especially, the roles of secretariat, however, are still played by the Project local staff hired by the 
JICA Project. In addition, needs to hold technical committees are expected to be increased gradually, 
meaning that the committee needs budget for the meetings. The committee so far does not have proper 
budget, which is also a concern. 
2)  GSM/ASCD

GSM/ASCD conduct their job by themselves. It is regarded as an achievement that GSM hired two 
internship staff members and they acquired skills and knowledge to carry out some renovation tasks by 
themselves.
3)  MOTA Balqa/ HOSM

Although MOTA Balqa/ HOSM produced a lot of outputs during the Project, these achievement were 
largely done by the two Project local staff members hired by the JICA Project. It is still uncertain if the two 
members hired by the JICA Project are able to continue their work after the end of the Project. In addition, 
MOTA Balqa/ HOSM do not have sufficient budget to conduct their activities. MOTA needs to allocate 
proper budget for MOTA Balqa/ HOSM to be able to promote SEM.
4)  SDC

SDC is stepping into operational phase of SEM tours, the gateway and the brand shop. And SDC plans 
to hire staff for the brand shop. Now that the tour products are ready and SDC is about to be ready in plan, 
but SDC has little experience in actual arrangement of tour and operation of the gateway and the brand 
shop. Therefore, it is not certain if SDC is able to manage these tasks properly. As for budget, the purpose 
of the usage of funds might become a matter when SDC raises funds from donors since SDC has to explain 
to donors and have them agree with the usage.

3-3. Factors that promoted realization of effects
(1) Factors concerning to Planning

Training in Japan
Visiting Hagi city was an effective occasion for stakeholders to observe a good practice and to 

draw detailed pictures in their own mind. Also, information on the policies/regulations for townscape 
management also contributed to developing information storage of the counterparts.

xix



Consistency between the concept of SEM and needs, mandates and roles of each stakeholder
Many organizations, such as MOTA, HOSM, GSC, ASCD, SDC, DOA, and JTB, take part in the 

Project. It was their first time to work in such circumstances. Even with these difficult factors, in SEM, 
the stakeholders implement activities in a good coordinate manner. It is partly because of the consistency 
between the concept of SEM and needs, mandates and roles of each stakeholder.

(2) Factors concerning to the Implementation Process
High commitment of leaders of each counterpart organization

Each leader of the counterpart organizations understood the purpose and significance of the Project, 
and then engaged in the series of the activities.

3-4. Factors that impeded realization of effects 
(1) Factors concerning to Planning

Nothing particular

(2)  Factors concerning to the Implementation Process
To promote SEM in Salt, examinations of the current system or creations of new system were required. For 

examples, local interpreter system, tour operation by SDC, creation of Salt brand system, etc. Those things 
required a lot of work.

3-5. Conclusion
The Project has high validity in implementation since it is in line with the development policy of the 

Jordanian government, tourism development strategy and needs of relevant stakeholders. It is also appropriate 
to set Salt city as the target area and adopt Ecomuseum concept as the approach for tourism development in 
the Project. The plan of training in Japan, Japanese experts, and activities are also appropriate to fully utilize 
the knowhow of Hagi city.

The effectiveness is evaluated relatively high since the Project purpose is almost achieved at the time 
of the terminal evaluation. It is considered as substantial results that the SEM Management Committee 
was established and the committee has promoted and coordinated SEM activities. The Project has prepared 
mechanisms, in which local people have occasions to get benefits from tourism, such as home visit, local 
guide, daily life trail, and Salt brand. On the other hand, SEM management committee cannot be run only by 
Jordanian side. In addition, although the Project is almost ready to receive tourists, organizations in charge 
of operation such as SDC have little experience in operation. It is advisable that the Project makes efforts to 
collect feedbacks from various types of tourists and gain actual experience through further implementation of 
monitor tours.

Overall, the Project produced outputs more than expected, contributing to the efficiency of the Project. The 
expert team consists of consultant, university and local government and its team organization is proper and 
well balanced, taking advantages of strong points of each member. As for staff allocation from Jordanian side, 
the Project has failed to see much improvement in its number and allocation of working level staff, whereas 
it is highly evaluated that each leader of the counterpart organizations shows high commitment towards the 
Project and actively engaged in the Project.

Regarding the overall goal, the development of townscape management guidelines and the implementation 
of townscape conservation work under the guidelines contribute directly to the achievement. It can also be said 
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that the promotion of preparation activities for the World Heritage registration contribute to the achievement 
of the overall goal. As for Economic benefits for local people in Salt from tourism, the mechanism has 
been established. It is expected to enlarge the economic impacts by making further efforts. The prospect of 
incorporation of Ecomuseum concept into the next version of National Tourism Strategy (2016-2020) shows 
a high valuation from Jordanian side and is regarded as a substantial impact of the Project.

As for the Sustainability, the sustainability in policy aspect would be secured if the next version of 
National Tourism Strategy states Ecomuseum as an approach for tourism development in Jordan. On the other 
hand, there are several concerns in organizational, technical and financial aspects. For example, the roles of 
secretariat are still played by the Project local staff hired by the JICA Project.

3-6. Recommendations
(1)  Ensuring sustainability of SEM Management Committee

SEM would be receiving more tourists from now on. In this situation, SEM will have to cope with various 
issues including needs to adjust and coordinate tourism development through SEM concept and business 
and/or profit based development. SEM management committee has to decide future direction of tourism 
development in As Salt city. Therefore, to make SEM management committee functional is a key factor for 
SEM to be sustainable. In this regard, it is important to clarify leading organization with secretariat function 
and responsible person to supervision and organize what is happening in SEM by end of the project period. 
Since the secretariat of the SEM management committee still has been taken by the project local staff hired by 
the JICA project, there is an urgent need to examine how the unpleasant situation will have to be addressed. 
The several members of the SEM management committee are high-ranking officials and it is difficult for 
them to attend all the meetings which are held every month. The team recommends establishing Executive 
committee (working level) for the SEM management committee consisted of at least one official from each 
organization.  The Executive committee will be held every month or whenever necessity arises in a timely 
manner and the SEM management committee (higher committee) will be held once in 6 months to review 
progress.

(2) Employment of the Project Local Staff
The project local staff members are hired by the JICA project and they play important and various roles for 

smooth implementation of the project. They contribute to the project as secretary staff of the SEM management 
committee, master trainers of the local interpreters, research assistants for rediscovering values of As Salt city 
and developing trails and activities. This matter needs to be discussed in the SEM management committee 
immediately and find the way to solve. It is desirable to examine the possibilities of the staff employment by 
SDC concretely.

(3) Revising SEM Plan and Marketing and Promotion Plan
The structure and system to promote SEM have changed since SEM plan was revised in September 2013. It 

is necessary to update the plan and have consensus among stakeholders by the end of the project. Furthermore, 
under the plan, it is recommended to prepare detail annual action plan with reflecting characteristics of the 
region and will of community and organized inductively like using SWOT analysis in a long term. Also, 
although Marketing and Promotion plan was designed in 2014, the term of Action plan covered only during 
April to October 2014. Since tourism products and services of SEM are ready to have tourists, the annual 
Action plan for marketing promotion is needed to clarify what to do, budget for each activities and timeline for 
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taking action by the end of the project. It is also recommended to organize supporter’s or fan’s group including 
inside and outside region to support SEM activities for further revision of SEM in a long term. 

(4) Reinforcement of capacity of tour operation and tourism system of SEM
Since it is a first time for SDC to operate as a tour operator, it is important to conduct monitor tour 

frequently for exercise to check, acquire feedback and improve its land operation. Planning of Salt Festival 
to be organized in October has not been started. Therefore, the mission team made the following suggestions; 

①�Implementation of monitor tour (Improvement of land operation, promotion)
②�Operational plan of Gateway (allocation plan of local guide, time setting for guide)
③�Capacity building of local interpreters (English, safety management and emergency responses)
④�Detail planning of next Salt festival and selection of the leading organization

(5) Understanding mechanism or system to promote Ecomuseum 
MOTA is now planning to incorporate the principles of Ecomuseum in the next National Tourism Strategy 

(2016-2020). It is important for MOTA to take lessons from SEM project as a case of a successful mechanism 
or knowhow to promote Ecomuseum. Collaboration among various stakeholders in the specific region to work 
with for the same target to promote tourism development is very important aspect. Also, all the members of 
SEM management committee need to be aware of the whole process of the implementation of Ecomuseum 
including the activities done by other organizations and move forward toward upgrading its system and further 
improvement of services that SEM provide to tourists. 

(6) Awareness raising of the community 
Salt city plans to increase the number of cleaners. However, there still needs to have more efforts to raise 

understanding of the local people to keep their city as attractive tourism site for tourists. Especially there 
still have issues such as garbage that people throw to the streets, and dangerous manner of drivers inside 
downtown.

3-6. Lessons learned
(1) Harmonization of the concept of Ecomuseum and culture and values of people

The approaches taken by the Project are to take advantage of traditional and cultural assets of Salt as “living 
heritage”. Although the concept of Ecomuseum was newly introduced in Jordan, it has good connection 
or coincided and harmonized with history, culture, and values of the people in As Salt City. That is the 
reason the project became generally accepted with Salti people and promoted. It is important to facilitate the 
harmonization of the concept of Ecomuseum and culture/values of people in the region for the implementation 
of the project.

(2) Matching the project concept and roles and strategies of stakeholders
In the Project, it was a success factor that the direction of the project purpose and activities meet with the 

needs and the developing strategy of each counterpart organization such as diversifying the tourist destination 
by making use of tourism potentials of minor tourist sites, new product development by utilizing cultural and 
heritage resources including traditional life style and providing variety of tourism experiences to tourists, 
conservation of historical townscape and management, and human resource development. Therefore, each 
organization takes a respective role of the project activities in line with their original duty assignment and the 
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project obtained in-depth understanding of leaders of each counterpart organization and strong commitments 
from them.

(3) Careful investigation is needed for selecting project sites in tourism development
From viewpoints of the above (1) and (2), careful investigation and analysis are needed when selecting 

project sites. In the Project, other than those circumstances, distance from major city, Amman, is very 
important aspect of the city to be promoted as a tourism destination. Because of length of time from Amman, 
it has potential to have optional tour for spare time which tourists often have in the last day of their trip which 
becomes comparative advantage from other cities. 

(4) Importance of learning from particular case
Visiting Hagi city was an effective event for counterpart organizations to observe the actual implementation 

utilizing Ecomuseum concept and to help draw detailed pictures in their own mind. It was confirmed that it is 
crucial to observe the good practices in particular for projects whose major aims are to introduce new concepts 
and/or to establish new scheme and structure like this project. 

(5) Allocation of appropriate number of counterpart staff from the beginning of the project 
In the project, main counterpart personnel (high ranking officials) of each organization have strong 

commitments to promote SEM. In terms of working level staff in each organization, they are actively involved 
in SEM activities, however, more number of staff allocations is desired for technology transfer that were 
planned to be conducted from the beginning of the project term. 

It is anticipated that it may bring negative impact for the sustainability of SEM after the termination of the 
project. Therefore, it is desired to assign enough number of appropriate staffs to carry out assigned tasks from 
the beginning of the project term to secure the sustainability of the Project.

(6) Implementation of tourism development/promotion project
In implementing tourism development/promotion project, it is common that involvement of various stake 

holders and coordination among stakeholders are required. This Project is in the same manner mentioned 
above and coordination and operation body was established named as SEM management committee. For 
smooth and effective implementation of similar project, and to make it sustainable, it would be necessary to 
clarify and task the role of each stake holder and formulate the rigid, reliable and responsible coordination 
body during the stage of the project formulation. 

(7) Appropriateness of Project duration
As seen in the above (6), various stakeholders are engaged in a tourism development/promotion project. 

Hence, the project needs to allocate a certain period for the establishment of a mechanism to receive tourists. 
For areas where there is no sufficient tourism product like the target area in the Project, it is difficult to run 
a promotion without the development of tourism product. On the other hand, it would be difficult to set 
newly developed products/systems in place unless the project runs promotions and gains actual experiences 
through receiving certain number of tourists. In the planning stage, a project has to be planned with proper 
consideration of the timing of operation as well as the development of tourism products and the establishment 
of tourist receiving mechanism.
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第１章　終了時評価調査の概要

１－１　プロジェクトの背景

非産油国であり、また、外貨取得産業の未発達なヨルダン・ハシェミット王国（以下、「ヨル

ダン」または「ヨルダン国」と記す）においては、豊富な文化遺産や死海等の自然環境を利用

した観光産業が、同国の有望な外貨獲得源のひとつとなっている。また、同産業は貿易外収支

の約 20％を占める重要産業であることから、観光産業の振興はヨルダンの経済の安定、及び発

展に関わる重要な政策課題となっている。このことから、ヨルダン政府の「政府開発実行プログ

ラム 2011 ～ 2013 年」においては、観光商品の多様化、及び国内の文化遺産の保護が重点分野と

されてきたものの、国内の観光地においては、豊富な観光資源を十分に活用するための基盤整備

が遅れており、依然として早急に対応すべき課題となっている。また、「ナショナル・アジェン

ダ 2006 ～ 2015 年」において所得創出機会の改善が主要課題のひとつとして掲げられており、主

要産業である観光産業は雇用吸収力の面でも期待されている。なお、「国家観光戦略（National
Tourism Strategy：NTS）2011 ～ 2015 年」においては、①観光マーケティングとプロモーション

の強化、②観光関連商品の開発、③観光関連の労働市場の開発、④法制面での環境整備、を通じ

て、2015 年度の観光収入を JD 4.2 billion とする目標が掲げられている。

このような状況を受け、同国観光遺跡省（Ministry of Tourism and Antiquities：MOTA）は、国内

の観光資源を有効に活用し、また、外国人観光客にとって親しみやすく魅力的なものにするた

め、日本政府に対し「観光セクター開発事業」に係る円借款を要請し、1999 年に JBIC（当時）

と円借款契約の調印を行った。当該円借款事業は、観光客の滞在日数の増加、観光産業の振興

による外貨収入の獲得に寄与することを目的とし、ヨルダン国内 4 カ所（首都アンマン、サルト

市、死海及びカラク）で博物館の建設・改修を含む観光基盤整備を行った。また、日本政府は、

同円借款事業と併せて、JICA を通じた技術協力プロジェクト「博物館を通じた観光振興（2004
～ 2007 年）」を実施し、これら 4 つの博物館の運営管理体制の整備というソフト面の支援を行っ

た。さらに、技術協力プロジェクト終了後には、追加支援として要請された案件実施支援調査

（Special Assistance for Project Implementation：SAPI）において、国立博物館の開館に係る支援や、

サルト市における「エコミュージアム構想」の推進及びサルト歴史博物館の開館に係る支援など

を実施した。

本件評価調査対象である技術協力プロジェクトのサイトであるサルト市は、首都アンマンの北

西約 20 キロに位置し、19 世紀後半から 20 世紀初めに通商で栄えた街であり、当時建てられた

黄色の石造の建造物と固有の文化が今も息づく歴史的都市である。サルト市は考古遺跡が中心の

ヨルダンの他の都市と異なり、街並みと人々の生活が一体となって継承された都市遺産そのもの

が観光資源である。しかし、経済活動の中心が首都アンマンに移った現在は、伝統や文化の担い

手であった多くの地元住民が首都アンマンに移住し、歴史的建造物の多くは空き家となり、建造

物の荒廃が進んでいる。また、近年、歴史的背景を理解しないエジプトなど他国の移民が居住す

ることにより、伝統的建造物・家屋の建築技術や生活様式（食文化・衣服・冠婚葬祭等）など固

有の文化も風化しつつあるなど、サルト市の観光資源といえる都市遺産は危機的な状況に置かれ

ている。かかる状況への対応の一環として、サルト市は 2010 年に、エコツーリズムと農業投資

を柱に持続的都市の実現を目標とする 20 年間の都市計画を策定しており、ここで「都市遺産の

保全」が基本原則とされている。
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上述の技術協力プロジェクト終了後も、JICA はサルト市において専門家、ボランティア派遣

などを通じ、「エコミュージアム構想」の推進やサルト歴史博物館の開館に係る支援、観光振興

の計画策定、観光トレイルの開発、歴史的建造物の遺産調査などを継続的に支援してきた。しか

し、ヨルダン側の実施体制の脆弱さや、法制度の未整備、「エコミュージアム構想」を実践する

にあたり基本となる文化遺産保全整備計画や環境整備計画の未整備、地域全体の観光開発の方策

について総合的にまとめた観光開発計画書の未策定など、多くの課題が残されており、歴史的景

観や地域固有の文化を生かした観光開発には至っていない。

このような背景の下、ヨルダン政府は、これまでに整備された同市の博物館を観光拠点施設と

しながら、地域住民の参加を促し自律的かつ持続的な観光振興を推進するための官民協働による

運営体制の構築、法制度整備、プロモーション・マーケティング能力強化、観光商品開発等に関

する支援を行う「サルト市における持続可能な観光開発プロジェクト」の実施をわが国に要請し

た。

上記の要請を踏まえ、JICA は MOTA との間でプロジェクト内容に合意し、MOTA に加え、サ

ルト市、サルト開発公社など複数の関係機関をカウンターパート（C/P）として、2012 年 9 月か

ら 2015 年 8 月までの 3 年間の予定でプロジェクトを実施している。

今般の終了時評価調査は、2015 年 8 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の実績

や成果を評価、確認するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類似事業の

実施にあたっての教訓を導くことを目的として実施された。

１－２　調査団派遣の目的・日程

①　これまでのプロジェクト活動について、討議議事録（R/D）に基づき、実績、実施プロセス

を検証する。

②　評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から分析し、日本人専

門家、ヨルダン側関係者と協議する。

③　検証・分析結果を踏まえ、日本側・ヨルダン側関係者の双方に対し、必要な提言を行い、プ

ロジェクト終了までの活動計画について協議する。

④　併せて、プロジェクト終了後もヨルダン側が自立発展的にプロジェクトを運営していくため

に取り組むべき事項、課題等を明らかにする。

⑤　以上を取りまとめて、合同終了時評価報告書を作成し、ヨルダン側と協議の上、合意内容に

ついてミニッツ（M/M；協議議事録）として署名交換する。

１－３　調査団の構成

担当業務 氏名 所属／役職 期間

1 団長 永江　勉 JICA 客員専門員
2015 年 4 月 12 日

～ 4 月 23 日

2 観光開発 髙寺　奎一郎
公益財団法人国際開発救援財団　観光

チーフアドバイザー

2015 年 4 月 12 日

～ 4 月 23 日

3 協力企画 神保　尚美
JICA 産業開発・公共政策部　産業・貿

易第一課　調査役

2015 年 4 月 12 日

～ 4 月 23 日
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4 評価分析 高木　晃
株式会社アイコンズ　取締役　主任コ

ンサルタント

2015 年 4 月 3 日

～ 4 月 23 日
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第２章　終了時評価調査の方法

２－１　調査手法

本終了時評価調査は、新 JICA 事業評価ガイドライン（2010 年 6 月改訂）に沿って実施された。

プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）を調査の枠組みとして採用し、プロジェクト

評価は評価グリッド（付属資料１の Annex 2 参照）を基にプロジェクトの現状及び成果を検証し、

評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）による評価を実施した。終了時評

価調査団はプロジェクトサイトにて本プロジェクトのヨルダン側担当職員及び日本側専門家、関

係機関に対するインタビュー及び質問票による調査を実施した。本調査の分析において用いられ

た評価５項目の定義は下表のとおりである。

評価５項目の定義

評価５項目 新 JICA 事業評価ガイドラインによる定義

妥当性
開発援助と、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度並びに政策・方

針との整合性の度合い

有効性 開発援助の目標の達成度合いを測る尺度

効率性

インプットに対するアウトプット（定性並びに定量的）を計測。開発援助が

期待される結果を達成するために最もコストのかからない資源かを確認する

ため、通常、他のアプローチとの比較を行う。

インパクト

開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じる、正・

負の変化。開発援助が、地域社会・経済・環境並びにその他の開発の指標に

もたらす主要な影響や効果を含む。

持続性
ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するかを測る。

開発援助は、環境面でも財政面でも持続可能でなければならない。

出所：「新 JICA 事業評価ガイドライン第１版」（JICA 評価部、2010 年）

２－２　主な調査項目とデータ収集方法

終了時評価調査において必要な情報・データは、以下の方法により収集した。なお、各設問に

対する収集方法と情報源は評価グリッドに示すとおりである。

・プロジェクト関連資料レビュー

業務完了報告書、事業進捗報告書、業務計画書、詳細計画策定調査報告書、各種プロジェク

ト成果品　等

・質問票への回答

日本人専門家及びヨルダン側 C/P
・投入実績及び活動実績データ

・インタビュー

C/P 機関、日本人専門家、関連機関

・実地調査

トレイル実地調査（ホームビジット、ローカルガイドインタビュー含む）、旅行代理店聴取

調査
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第３章　プロジェクトの実績と実施プロセス　

３－１　投入の実績

（１）日本側投入

１）日本人専門家派遣

終了時評価時点（2015 年 3 月末まで）において、9 名の日本人専門家により合計 65.57
人月の派遣が実施されている。

２）本邦研修

日本側投入として、本邦研修が 3 回実施され、合計 15 人の C/P が研修に参加した。第

１回本邦研修は 2012 年 12 月に 6 日間にわたって実施され、5 人の C/P が参加した。第２

回本邦研修は 2013 年 3 月に 15 日間にわたって実施され、5 人が参加した。この 2 回の本

邦研修ともに萩市と東京都を訪問している。第３回本邦研修は 2015 年 7 月から 8 月にか

けて 10 日間実施され、5 人の C/P が参加し、東京都、佐原市、萩市を訪問した。

３）供与機材

日本側より 2015 年 3 月末時点において、プロジェクト実施に必要なオフィス用機材な

ど合計 23 千 JD 分が供与された。

（２）ヨルダン側投入

１）C/P の配置

ヨルダン側は終了時評価時点にて合計 9 人の C/P を配置した。内訳は、観光遺跡省

（MOTA）1 名、MOTA バルカ支局 / サルト歴史博物館（Historic Old Salt Museum：HOSM）

2 名、サルト市（Greater Salt Municipality：GSM）2 名、サルト市景観整備（As Salt City 
Development：ASCD）1 名、サルト開発公社（Salt Development Corporation：SDC）3 名、ヨ

ルダン観光局（Jordan Tourism Board：JTB）1 名。

２）施設及びサルトフェスティバル予算

ヨルダン側は MOTA、HOSM、ASCD においてプロジェクト用の執務室を提供した。ま

た MOTA、SDC、JTB は 2013 年と 2014 年に実施したサルトフェスティバルにおいて合計

約 19,000 JD の予算支出を行った。

３－２　成果（アウトプット）の達成状況

（１）アウトプット１

成果１：エコミュージアムコンセプトによる観光開発を実現する仕組みが整備される。

指標 達成状況

1-1：新エコミュージア

ム計画並びに行動計

画が 2014 年までに作

成される。

新エコミュージアム計画並びに行動計画は、2008 ～ 2009 年

の案件実施支援調査（SAPI）において作成した計画をレビュー

し、2013 年 9 月に作成された。第１部の基本構想、第２部の基

本計画、そして第３部の行動計画から成る 3 部構成となってい

る。
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計画においては、まずサルト市の特徴が有形・無形遺産が融

合する「リビングヘリテージ」であることを明確にしたうえ

で、これを最も効果的に管理するシステムとして、エコミュー

ジアムコンセプトを提案している。このコンセプトに基づき 4
つの管理システムを提案し、基本方針及び行動計画を記述した。

SAPI による旧計画との大きな違いは、エコミュージアムコン

セプトの推進がサルトの世界遺産登録にも有効であることを明

記したこと、SDC の役割、専門部会設置、HOSM の機能変更、

景観管理内容の詳細等を追記したことである。

新エコミュージアム計画の策定以降、サルト・エコミュージ

アム（Salt Ecomuseum：SEM）運営委員会の発足、ローカルガ

イド制度・ホームビジット制度などの決定があった。プロジェ

クト終了までに、現在の運営体制、システム・制度を計画に反

映し、SEM 運営委員会にて承認を受ける計画である。

1-2：住民に対するエ

コミュージアムコン

セプトに関するセミ

ナーが 11 回実施され

る。

エコミュージアムコンセプト関連セミナーは表３－１に示す

とおりキッズアクティビティを含め 22 回開催され、合計 396
名の参加があった。

1-3：「新エコミュージ

アム計画並びに行動

計画」の継続的な推

進及び運営を担う体

制案が 2015 年までに

作成される。

エコミュージアムコンセプトの下、サルトの観光促進のた

め、実施体制構築において顕著な進展がみられた。ステークホ

ルダーとの一連の協議の末、2013 年 2 月に SEM 運営委員会が

設立された。同委員会は MOTA/MOTA バルカ支局 , GSM, ASCD, 
HOSM, SDC 及び考古局（Department of Antiquities：DOA）から

構成される。 同委員会の体制はプロジェクト終了までに、新

SEM 計画に組み込まれる計画である。

1-4：新たに設立された

実施体制でサルトに

おける観光開発の活

動が実施される。

新たに設立された実施体制、SEM 運営委員会の体制下で実

施された観光開発活動は以下のとおり：

① SEM 開館式 / サルトフェスティバル（2014 年 10 月 4 日）

②第１回サルトブランド商品認定（2014 年 10 月）

③ホームビジット制度確立と 4 件の登録（2015 年 2 月）

④ローカルガイド制度の確立と第１回ガイドトレーニングの実

施（2014 年 12 月以降、継続中）

⑤ゲートウェイ運営に係る MOTA と SDC の合意締結

⑥各種プロモーションマテリアルの開発

⑦デイリーライフトレイルの開発

⑧ H.I.S. 社との旅行商品の開発

⑨審議会の設立と開催
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SEM 運営委員会はヨルダン側のイニシアティブのもと適切

に機能し始めている。しかし、いまだ会議のアジェンダ設定な

ど、日本人専門家の関与が必要になるケースがある。特に会議

開催のアレンジ、議事録作成など事務局機能においてはいまだ

にプロジェクト雇用のローカルスタッフがその機能を果たして

いる。

アウトプット１は終了時評価時点でほぼ達成されている。SEM 運営委員会が設立以来ほ

ぼ毎月開催されていることは大きな成果である。一方、同委員会は意思決定機関であり、ま

た職位の高いメンバーが多く月次会議への参加は負担が大きい実態にかんがみると、同委員

会の構成変更の必要性が指摘される。また、日本人専門家及びプロジェクト雇用ローカルス

タッフが同委員会開催における事務局機能として大きな役割を担っていることも、ヨルダン

側による自律的な運営の観点から課題といえる。

表３－１　エコミュージアムコンセプト関連セミナー開催実績

No 時期 参加者
参加

人数
内容

1 2012 年 9 月
バルカ県知事、サルト市長代

行、政府関係者、NGO 等
50

プ ロ ジ ェ ク ト 内 容、 エ コ

ミュージアムコンセプトの紹

介と意見交換

2 2012 年 10 月 商店主などの事業者 21

3 2012 年 10 月 サルト有力者 14

4 2012 年 10 月 NGO 15

5 2012 年 10 月 学校関係者 12

6 2012 年 11 月 女性グループ 19

7 2013 年 7 月 住民 74
プロジェクト紹介、ベースラ

イン調査結果の共有、フェス

ティバルの紹介

8 2013 年 9 月
住民、手工芸品生産者、ボラ

ンティア、メディアなど
65

プロジェクト、フェスティバ

ル紹介、ワールドカフェ方式

でのフェスティバルへの貢献

方法検討

9 2013 年 11 月 住民 14 デイリーライフトレイル作成

のためのワークショップ。住

民からデイリーライフにまつ

わる話しの聞き取り。

10 2013 年 12 月
住民（サルトフェスティバル

に関わった人たち対象）
10

11 2014 年 1 月 住民（サルトの重要人物対象） 26
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12 2014 年 9 月 Academiya school in Salalem 6

キッズアクティビティによる

サルトの魅力再発見

13 2014 年 9 月 Academiya school in Salalem 6

14 2014 年 9 月 Academiya school in Salalem 6

15 2014 年 10 月 Der Al-Latin School 10

16 2014 年 10 月 Academiya school in Salalem 6

17 2014 年 10 月 Der Al-Latin School 7

18 2014 年 10 月 Om Salamah School 7

19 2014 年 11 月 Om Salamah School 6

20
2014 年 11 月

13 日
Om Salamah School 8

21
2014 年 11 月

20 日
Om Salamah School 8

22
2014 年 12 月

1 日
Om Salamah School 6

合計 396

（２）アウトプット２

成果２：歴史的都市景観が保全される仕組みができる。

指標 達成状況

2-1：景観整備事業ガイ

ドラインがプロジェ

クト開始後 2 年目ま

でに作成される。

景観管理ガイドラインの作成は 2014 年 2 月に終了し、既に

サルト市議会で承認済みである。今後 2 カ月ほどで、地方自治

省などからの承認により最終化される見込みである。その後、

パイロットプロジェクトの実施を通して必要に応じ改訂がなさ

れる見込みである。また、地域住民並びにパイロットプロジェ

クト委託先事業者の理解促進を目的としたハンドブックを作成

する計画である。

景観管理ガイドラインは、サルトの世界遺産リストへの登録

に必要な技術水準に合致し、世界遺産登録へ向けた準備作業を

促進していることも高く評価される。

2-2：ガイドラインに基

づき景観整備事業が

少なくとも 1 件実施

される。

景観管理ガイドラインに基づき、歴史的建造物の修復のため

のパイロット事業を 2014 年 3 月より開始。痕跡調査、測量・

現況図面の作図、修復計画・復原図面制作、安全衛生管理など、

実際の工事着工に係る準備を支援・実施した。

当パイロット事業は多数の建造物から構成されるコンプレッ

クスを対象としているため、本プロジェクト期間内に実施終了

することは難しいと見込まれる。また、建造物のオーナーが複

数いるケースがあり、そのような場合オーナーとのコンタクト

が難しくなり、保全事業の円滑な実施を妨げる要因となってい

る。
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上記パイロット事業とは別に、同ガイドラインは MOTA が

実施するハデルストリート保全事業に既に適用されている。こ

の事業では、建設工事や資材選定など日本人専門家による詳細

な技術指導とともに歴史家建造物及び家屋の保全に係る理念が

適用された。

プロジェクト期間における指標 2-2 の完全な達成は見込まれないものの、アウトプット２

については、以下の状況よりほぼ達成されていると評価できる。

パイロット事業の完了はプロジェクト期間内には見込まれないものの、作成された景観管

理ガイドラインが既にサルト市議会の承認を受け、MOTA やサルト市 /ASCD による保全事

業に活用されており、内容的にはガイドラインは既に最終化されているといえる。またパイ

ロット事業以外にも、MOTA の保全整備事業において本プロジェクトがガイドラインを活用

して一部支援を行っており、ガイドラインの実際の事業への適用は十分なレベルで実施され

たと考えられる。これらのことから「歴史的都市景観が保存される仕組み」はおおむね構築

されたといえる。

また、上記パイロット事業が当初想定していたものよりも大規模なものになったことは本

プロジェクト期間内に終了が見込まれないひとつの要因といえる。加えて複数オーナーによ

る建造物の所有という要因が保全事業実施の遅れを生じさせていることも考慮される点であ

る。

パイロット事業のプロジェクト期間内の終了は見込まれないが、サルト市 /ASCD は、プ

ロジェクト終了後も引き続きパイロット事業を実施そして完遂させ、景観保全に係る技術レ

ベルの更なる向上を図っていくことが望まれる。同ガイドラインは今後のパイロット事業を

通し、必要に応じ改訂が行われる予定であるが、本プロジェクト期間内では、パイロット事

業の完了は見込まれないことから、今後の改訂作業は ASCD が主体となり行う見込みであ

る。

景観管理ガイドラインが世界遺産登録へ向けた準備作業を促進していることは特筆すべき

点である。また、サルト市により新たに配置されたインターン 2 名が業者への委託、作業指

示ができるようになるなど、一定の技術を習得したこともひとつの成果といえる。この成果

は日本人専門家とインターンの努力によるものであるが、サルト市による人員配置の取り組

みも評価されるべきである。この 2 人の人材並びに日本人専門家による技術移転の成果を無

駄にしないためにも、サルト市がこの 2 人のスタッフを継続的に雇用することが望まれる。

プロジェクトによる成果に加え、以下のことは言及すべき事項である。

・JOCV 隊員が測量及び作図などを通して景観保全促進に有意義な貢献をした。

・サルト市は駐車場整備、ゴミ清掃などの課題に取り組んでいる。ゴミ清掃に関しては、

ゴミ清掃制度の改善、清掃員の増員、清掃用機材の導入などいくつかの方法により対処を

試みている。このような取り組みが重要である一方、行政側の取り組みだけでゴミ問題の

解決を図ることは難しく、地域住民の意識向上への取り組みも併せて行うことが必要であ

る。
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（３）アウトプット３

成果３：観光システム（コア / サテライト / トレイルから構成）が構築される。

指標 達成状況

3-1：HOSM においてエ

コミュージアムの展

示解説資料が最低 5
種類作成される。

終了時評価時点において 7 種類の資料が作成されている。

作成資料 作成部数

ハーモニートレイルマップ 1,000 部

ハーモニートレイルビデオ 1 種類

エコミュージアムブローシャー 250 部

ウェルカムビデオ 1 種類

デイリーライフトレイルマップ 1 種類

デイリーライフトレイルビデオ 1 種類

教育トレイルビデオ 1 種類

上記に加え、プロジェクト終了時までに、以下の 2 種類の資

料の作成を完了する計画である。

・教育トレイルマップ

・コア博物館内パネル（トレイル用パネル / 年表 / リビング

ヘリテージ用パネル / パイオニア用パネル / 地理説明用パ

ネル / 外国人旅行者からみたサルト用パネル）

3-2：5 名の遺産解説員

が内容を理解し、自

ら解説できるように

なる。

終了時評価時点で、内容を理解し自ら解説できる遺跡解説員

（ローカルガイド）を 11 名育成している。ローカルガイドの評

価は、JICA 専門家，MOTA バルカ支局，HOSM，SDC によって

行われており、その能力により下記のように分類されている。

カテゴリー 人数

英語 / アラビア語ガイド

英語並びにアラビア語でガイドができるレベル
4

英語アシスタント / アラビア語ガイド

アラビア語でガイドができ、英語でガイドのアシスタ

ントができるレベル

3

アラビア語ガイド

アラビア語でガイドができるレベル
4

上記に加え、プロジェクトではローカルガイドへのトレーニ

ングを実施できる 3 人のマスタートレーナーを育成した。しか

しながら、その 3 人のうち 2 人はプロジェクト雇用のローカル

スタッフであり、プロジェクト終了時に契約が終了となる。彼

らの雇用を確保できなければ、この貴重な人材とプロジェクト

期間中のインプットを失うこととなる。
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3-3：5 件のサテライト

が設定される。

合計で 32 件のサテライトを設定している。10 のサテライト

がハーモニートレイル内に設定され、22 がデイリーライフト

レイル内に設定されている。

現在、新しいトレイル（教育トレイル）を開発中であり、プ

ロジェクト期間中に、更なるサテライトが設定されることが期

待される。

3-4：地元住民からの

フィードバックと情

報を通じて開発され

たトレイル数が少な

くとも 2 つになる。

ハーモニートレイルとデイリーライフトレイルの 2 つが開発

された。加えて、教育トレイルの開発にも取り組んでおり、プ

ロジェクト終了までに完了する予定である。

よって、プロジェクト期間中に合計で 3 つのトレイルが開発

されると考えられる。

アウトプット３に関し、概して目標以上に成果を達成している。プロジェクトは目標で

あった展示解説資料を既に 7 種類作成済みである。さらに、プロジェクト終了までに更に 2
種類の資料の作成を完了する予定である。ローカルガイドの育成は目標 5 人に対し 11 人と

大きく上回る人数を育成している。サテライトにおいては、5 という目標値に対し、32 のサ

テライト設定を達成している。

上記のプロジェクトによる成果に加えて、下記の事項は言及に値する。

・ JOCV 隊員が HOSM の展示物の記録、データベース構築において大きな役割を果たした。

・ MOTA バルカ支局 /HOSM は、バルカ大学向け意識啓発活動やキッズアクティビティなど

の活動を積極的に実施している。

・ MOTA バルカ支局 /HOSM はサルト市のムービーを作成したが、その中で本プロジェクト

によるデータ、情報を活用した。

一方、アウトプット３に係る持続性に組織的及び技術的な観点から懸念がある。2 人のプ

ロジェクト雇用ローカルスタッフはアウトプット３に係る活動で大きな役割を果たしてお

り、もしこの 2 人のプロジェクト雇用ローカルスタッフを失うこととなれば、それはプロ

ジェクトが彼らに注いだ労力が消えてなくなることを意味するのに加え、今後 SEM がロー

カルガイドの能力向上、新たなトレイルの開発などの活動を行ううえで厳しい状況になるこ

とは間違いない。
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（４）アウトプット４

成果４：文化資源を保全しつつ地域住民に裨益する観光商品が開発される。

指標 達成状況

4-1：新エコミュージア

ム計画の下に住民に

裨益する観光マーケ

ティング・プロモー

ション計画が、2014
年までに策定される。

観光マーケティング・プロモーション計画は 2014 年 3 月に

策定済みである。同計画は、SEM における観光客のターゲッ

トセグメント、ポテンシャルのある観光商品のロングリスト、

販売チャネルなどを記述している。しかしながら、策定された

活動計画の期間は 2014 年 10 月までとなっている。

4-2：サルトブランドと

サルトツアーなど新

たな観光商品が開発

される。

＜サルトブランド＞

サルトブランド商品の認定基準及びプロセスが策定され、

2014 年のサルトフェスティバルにて品評会を開催した。20 点

の応募のなかから 8 点をサルトブランドとして認定した。

認定商品のみがロゴの使用を認められ、ロゴのシールが配布

される。また販売チャネルにおいても優遇があり、サルトブラ

ンドショップでの販売に加え、ツアー参加者へのお土産として

の販売、ハマムストリートの商店での販売を検討している。

ブランドショップについては、2015 年 1 月に MOTA と覚書

（MOU）を交わし、SDC がショップ運営を担うこととなった。

SDC はショップ運営のため当座 1 名のスタッフの雇用をし、

2015 年 5 月の開店を計画している。またブランド管理委員メン

バーの選出、認定ロゴの管理システム等については協議中であ

る。

＜サルトツアー＞

サルトツアー商品の開発に関して、2014 年 12 月に日本の旅

行業者である H.I.S. 社向けにシミュレーションツアーを実施し、

ハーモニートレイルツアーのオペレーションを確認した。英語

を理解できない日本人観光客がツアーに参加した際にも、同社

が派遣する日本語アシスタントの随行により、参加者がツアー

を楽しむことができるかを確認するためのツアーであった。

H.I.S. 社の反応は良好であり、同社でのヨルダン周遊ツアー商

品にハーモニートレイルツアーが組み込まれたものが売り出さ

れることとなった。また、同社の予約サイトにてハーモニート

レイルツアー単体で販売する半日のオプショナルツアーの販売

準備も進めている。

2015 年末までに関する価格設定及びツアー実施関係者に対す

る支払いは、終了時評価時点で以下のように設定されている。

・ランチなしトレイル：15 JD
・ランチ付きトレイル：25 JD
・ローカルガイドへの支払い：7 JD
・ホームビジット受入れ家族への支払い：8 JD/ 人
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観光商品（ツアー商品）はいくつか開発されたものの、SDC
が行うオペレーションにおいて懸念がある。

・ SDC はツアーオペレーションにおける経験がほとんどな

い。プロジェクト終了までにより多くのモニターツアーの

アレンジなど経験を積むことが望まれる。

・旅行業者との MOU がまだ交わされていない。

・ SDC が可能な業務範囲が十分に明確になっていため、プロ

ジェクト終了までに明確にする必要がある。

・観光商品の販売チャネルがない。終了時評価時点において

ゲートウェイの運営がされておらず、ローカルガイドによ

るゲートウェイ運営方法についても協議中である。

4-3：サルトに関するプ

ロモーションマテリ

アルが最低 5 種類作

成される。

サルトフェスティバル 2014 年開催に際して、ポスター、フェ

スティバルマップを作成した。その他のプロモーションマテリ

アルの作成状況は下記のとおり。

＜作成済み＞

・ハーモニートレイルマップ

・ハーモニートレイルビデオ

・ハーモニートレイルブローシャー

・ホームビジットブローシャー

・デイリーライフトレイルビデオ

・デイリーライフトレイルマップ

・教育トレイルビデオ

＜作成中＞

・サルト市ブローシャー

・サルトブランド認定品カタログ

・SEM ウェブサイト（saltcitytour.com）

ブローシャーの印刷費用、ウェブサイトの開発・メンテナン

ス費用に関して下記のとおり合意している。

・プロジェクトはブローシャーの初回印刷費用とウェブサイ

ト開発費用を負担する。

・ SDC はブローシャーの上記以降の印刷費用負担とウェブサ

イトのメンテナンスを担当する。

SDC はウェブサイトのメンテナンス、ウェブサイト経由の顧

客対応のため非常勤スタッフを雇用する計画である。

プロジェクトの努力により、サルトブランド商品、サルトツアーなどの観光商品が開発さ

れ、プロモーションマテリアルも満足いくレベルで作成されている。一方、観光商品のオ

ペレーションとプロモーションの点で懸念が残る。2015 年 4 月実施のモニターツアーは日

本人専門家がそのアレンジを行っており、SDC はまだオペレーションの経験がない。また、

重要な販路のひとつであるゲートウェイはまだオープンしていない。

SDC は政府系機関に比べ柔軟性がある。その優位性を生かし今後の事業運営を行ってい

－ 13 －



くことが望まれる。

３－３　プロジェクト目標の達成状況

プロジェクト目標：サルト市において地域の文化資源を活用した地域住民に裨益する観光開

発が推進される。

指標 達成状況

1：地域住民のなかでよ

り多くの観光客に来

てほしいと思う住民

が 75％になる。

ベースライン調査、エンドライン調査の結果によると、より多く

の観光客に来てほしいと思う住民は 71.3％から 96.1％と増加してお

り（無回答含む）、住民の観光への関心の高まりを示している。

2：観光客にサルトのス

トーリーを語りたい

と考える住民が 10％
増加する。

指標２の目標値の達成度合いは、以下の理由により終了時評価調

査において適切に把握することができなかった。

ベースライン調査、エンドライン調査の実施過程を精査したとこ

ろ、「観光客にサルトのストーリーを語りたいと考えるかどうか」

を問う調査が適切に実施されなかった可能性が指摘された。理由と

しては、「ストーリーを語りたい」という説問項目は、「サルトの観

光にどのように貢献したいか」というエコミュージアムコンセプト

に対する住民の意識・考え方や姿勢の変化を確認するための設問の

選択肢のひとつとして位置づけられていたが、ベースライン調査と

エンドライン調査において当該設問の選択肢の数が異なっていた
4

など変化を正確に把握するには、必ずしも適していたとはいえない

ものであった。

このことは当該設問の調査結果の信憑性を弱めるものであり、

ベースライン及びエンドライン調査の結果を同指標の確認に使用す

るのは適当でないと考える。この結果についてはプロジェクトが調

査をより適切に設計及び管理すれば避けられた事態と考えられる。

また、住民の意識の変化がストーリーを語るという行動に必ずし

も結びつくものではないことから、指標の設定内容自体が必ずしも

変化を確認するのに適していたとはいえないものであるとも判断さ

れる。なお、MOTA，サルト市，日本人専門家は住民の SEM に対す

る考え方が徐々に変化していることを、住民の行動やプロジェクト

に対する姿勢から実感している。このような意識の変容は、本来同

指標で確認しようとしていた変化といえる。

3：歴史的建造物の観光

利用のモデルが少な

くとも 1 件実現でき

る。

9 つの歴史的建造物の観光利用のモデルがトレイルのサテライト

として実現された。実現されたモデルは以下のとおりである。

モスク 教会 家 集会所 事務所

1 2 4 1 1

4
　同じ設問の中でエンドライン調査の際にのみ加えられた「観光客向けにガイドを行いたい」という選択肢を選んだ住民は 8 割を

超えているが、比較するベースラインの調査はない。
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4：HOSM の入場者数が

15％増加する。

HOSM の入場者数は、下表のとおり 2012 年の 3,277 人から 2014
年の 10,365 人と 216％の伸びを示している。これは、同期間のヨル

ダン国への入国者数が下降傾向にあったことを考慮するとより顕著

な結果であるといえる。一方、プロジェクト管理の範囲以外である

ものの、2015 年初頭から始まったヨルダンへの観光客の急激な落ち

込みは、今後のサルトへの訪問者についての懸念事項である。

HOSM 入場者数推移

年 2012 2013 2014
2015

（4 月 10 日時点）

入場者数 3,277 4,355 10,365 16765

前年比 -17.0％ 32.9％ 138.0％ N/A
出所：HOSM

5：サルトの観光客の満

足度が 75％になる。

観光客受入れの準備が十分に整っていなかったため、指標５につ

いては計画どおりに計測がされなかった。また、指標５で測る満

足度は対象が「サルトの観光客」となっているが、本プロジェクト

の対象としてはスコープが広すぎ、プロジェクトで開発された観光

サービスを提供された観光客の満足度を測ることがより適切である

と考えられる。そのため、終了時評価においては、モニターツアー

参加者の満足度レベルを代替指標として用いた。

2015 年 4 月実施のモニターツアーの日本人参加者への満足度調査

によると、89％がツアー内容に満足をしているとした（32％が期待

以上、57％が期待に沿うものだったと回答）。

加えて、2014 年 2 月実施の FAM トリップにおいて、95％が良い

評価（56％が非常に良い、39％が良い）を与えている。また、2014
年に実施した旅行業者 H.I.S. 社へのシミュレーションツアーでは

ホームビジットが高く評価された。

上記のとおり、本評価においては代替指標が使用されたが、観光

客、特にヨーロッパ人などターゲット観光客の満足度調査を実施す

ることが望ましい。これは単に指標の測定値を得るという目的だけ

ではなく、より意義のあるフィードバックを得て、観光商品をより

良いものとするために重要である。

5
　Foreigners account for about 20%, according to HOSM
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6：継続的に「ホームビ

ジット」を受け入れ

る家族数が増加する。

プロジェクト開始当初はホームビジットという観光商品が存在し

なかったが、終了時評価時点で 4 世帯がホームビジットの受入れを

MOTA より承認されている。終了時評価調査団によるホームビジッ

ト受入れ世帯とのインタビュー調査（2 世帯）では、彼らが今後も

継続してホームビジットを受け入れることは、ほぼ確実であると推

測された。彼らはホームビジットに対する満足度が非常に高く、訪

問者を迎え入れ彼らの文化を共有することに誇りを感じている。ま

た、十分な経済的便益を得ている家族があることも確認された。そ

の家族はホームビジットから得られる収入によって貧困から脱却で

きたと語っている。

実際の観光客受入れはこれからの段階であるが、終了時評価時点においてプロジェクト目標は

おおむね達成されている。

地域文化資源を活用した観光開発という点に関しては、プロジェクトは地域文化資源を活用し

た観光商品を開発し（指標３）、それら商品はモニターツアー、FAM トリップの参加者に高く評

価されている（指標５）。地域社会に裨益をもたらす観光開発という点においては、開発された

観光商品は地域社会に恩恵をもたらす仕組みを、ホームビジット制度、ローカルガイド、デイ

リーライフトレイル沿いの店舗、サルトブランド商品の生産者など、さまざまなかたちで実現し

ている。終了時評価時点において、一定数の地域住民が観光商品へ組み込まれており、彼らは継

続してそれら観光商品に参加するであろうと思われる（指標６）。

エコミュージアムコンセプトのもとでの観光開発では、適切な制度と地域住民の巻き込みが必

要である。本プロジェクトでは、新しいマニュアル、ガイドラインが作成された。また SEM 運

営委員会が設立され、既に SEM 促進における原動力、調整役として機能し始めていることは大

きな成果である。SEM の基礎を成す地域住民の巻き込みにおいては、ワークショップ、フェス

ティバル、キッズアクティビティなどの活動を通して促進されている。今後より一層の取り組み

が必要であるものの、これらの取り組みがサルトの住民の観光への意識を変えつつある（指標

１）。

一方、下記のような懸念があり、プロジェクトは今後取り組む必要がある。

・ HOSM への訪問者数は増加しているものの、引き続き、プロジェクトはサルトへの観光客を

誘致する更なる努力をしなければいけない。地域住民が十分な観光客を目にしなければ、SEM
に対する彼らの意識向上を図ることは難しくなる。また、サルト及び HOSM への訪問者をト

レイルツアーなど開発した観光商品へとつなげる施策を取る必要がある。

・�プロジェクト雇用のローカルスタッフが SEM 運営委員会において、特に事務所機能として、

大きな役割を担っている。SEM 委員会は持続性確保のための施策、適切な体制を模索する必

要がある。

・�指標５で見たとおり、ハーモニートレイルのような観光商品は、まだ実際の観光客によって

その商品価値が検証されていない。2015 年 4 月のモニターツアーにて日本人参加者からの

フィードバックを得たものの、ヨーロッパ人などこの観光商品のターゲットとする顧客は異

なった反応を示すかもしれない。プロジェクト期間においてターゲット顧客層に対する満足度

調査を実施するのは難しいかもしれないが、さまざまな観光客からのフィードバックを集める
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取り組みを進めなければいけない。

３－４　上位目標の達成の見込み

上位目標：文化遺産を活用した地域住民に裨益する観光開発が推進されることにより、サル

ト市における都市遺産が保全され地域住民の生計向上に資する。

指標 達成状況

1：登録されている歴史

的建築物が登録時と

変わらない状態で保

存されている。

景観管理ガイドラインが高く評価されており、既に保全事業への

適用を開始している。

景観管理ガイドラインが世界遺産リストへの登録に必要な技術水

準に合致し世界遺産登録への準備作業を促進している。そして世界

遺産登録への動きは景観管理にプラスの効果をもたらしている。加

えて、サルト市 /ASCD は地域住民の景観管理に対する意識が良い

方向に変化しているとしている。これらのことから同指標の達成見

込みは高いと考えられる。

2：観光産業に携わる地

域住民の観光産業か

らの収入が増加する。

本プロジェクト以前には地域住民の観光産業からの収入はほとん

どなかったと考えられる一方、本プロジェクトにおいてホームビ

ジットにより既に収入を得ている世帯がある。またローカルガイド、

デイリーライフトレイル内のショップ、ブランド商品制度などによ

り地域住民がある程度の経済的裨益を受けることも見込まれる。そ

のため収入が増加するという点においては達成見込みが高いといえ

る。しかし、裨益者の人数の増大、及び裨益の規模の拡大について

は、今後のプロモーション、観光客が満足するレベルのオペレーショ

ンを提供できるかなどにかかっている。

上記指標に加えて、上位目標達成に貢献すると思われる動きがみられる。観光客誘致に関連す

る取り組みとして、社会インフラなどへの取り組みを行っている機関がある。例えば、サルト市

は駐車場整備、ゴミ清掃、SDC はトイレ設置、MOTA はハデルストリートなどの保全事業など、

さまざまな機関がサルト市の諸問題に対し取り組んでいる。これらの取り組みは、都市遺産保

全、生活レベルの向上へのインパクトをもたらすものと期待できる。

３－５　実施プロセス

（１）各ステークホルダーのリーダーの高いコミットメント

各ステークホルダーのリーダーがエコミュージアムのコンセプトをよく理解し、プロジェ

クトへの高いコミットメントを示し、積極的に参加をしている。これらのことがプロジェク

トの活動実施、成果達成を促進する原動力になっている。

（２）新しい制度を導入に起因する困難さ

エコミュージアムは、サルト市にとってもヨルダン国にとっても全く新しいコンセプトで

あった。ゆえに、サルトで SEM を導入、推進するにあたり、プロジェクトはさまざまな法

令・規則に関する諸問題に対処する必要があった。現行制度の調査や新しい制度の策定が求

められたが、これらは多くの作業と時間を必要とした。
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（３）景観保全事業実施における問題

歴史的建造物が複数のオーナーに所有されている場合がある。そのようなケースでは、景

観保全に係る活動実施において、保全対象の建造物のオーナーと連絡を取るのに時間がかか

り、実施において遅れを生じさせる要因となっている。

（４）コミュニケーション

日本人専門家と C/P 機関における情報共有・情報交換は週次・月次ミーティングなどを通

して満足のいくものである。プロジェクトは常にミーティング議事録を作成し、E メールに

より回覧している。加えて、C/P 機関がミーティングに参加できなかった場合、ミーティン

グ内容を共有するために日本人専門家が出向いて説明することもある。体系的な情報共有の

仕組みとプロジェクトメンバーの努力により必要な情報は十分に共有されている。

（５）モニタリング

責任者や責任機関がそれぞれのタスクにおいて進捗を記録し、週次・月次ミーティングに

おいて報告を行っている。この報告により専門家及び C/P 機関が次に取るべき手段や課題に

対する施策を決定している。モニタリングは十分に行われていると評価される。
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第４章　５項目評価による評価結果

４－１　妥当性：高い

（１）ヨルダン国政策との一致

ヨルダン政府の「政府開発実行プログラム（2011 ～ 2013 年）」で、観光は開発重点 7 分

野のひとつとしてされ、また観光商品の多様化、及び国内の文化遺産の保護が重点分野とさ

れている。「国家観光戦略（2011 ～ 2015 年）」においても旅行者に対して多様な観光経験機

会の提供や魅力的な観光商品の開発の重要性を強調している。同戦略は明確に文化遺産資源

を活用した観光商品開発を推し進めることの必要性をうたっている。本プロジェクトはサル

ト市における歴史的・文化的資源を活用した持続可能な観光開発の促進でありヨルダン政策

方針に整合している。

（２）日本国政策との一致

対ヨルダン国別援助方針（2012 年）では、自立的・持続的な経済成長の後押しを重点分

野のひとつとして掲げている。この中で同方針は観光業などの開発可能性の高い産業の振興

を制度面・技術面から支援するとしている。また、2015 年、日本政府は中東の安定と繁栄

に向けた外交の強化を一つの柱とする“三本柱”の取り組みを発表した。その中で、経済成

長の促進に必要な地域の経済・社会安定化支援を行うとしている。本プロジェクトは自立

的・持続的な経済成長を促す観光開発を制度面・技術面から支援するものであり、わが国の

支援方針と合致している。

（３）ステークホルダーのニーズとの一致

１）サルト市 / サルト市景観整備（ASCD）のニーズ

サルト市及び ASCD は歴史的景観と伝統的生活様式を有するサルト市の観光開発を長

きにわたり推し進めている。本プロジェクトは、歴史的、伝統的資源を尊重することを根

本原理とするエコミュージアムコンセプトのもと観光開発をめざすものである。このこ

とからプロジェクトはサルト市及び ASCD の開発ニーズに沿ったものといえる。加えて、

サルト市の積年の願いのひとつは世界遺産登録である。本プロジェクト、特に成果２に関

するコンポーネントは、同市のニーズに合致するものである。

２）観光遺跡省（MOTA）のニーズ

MOTA は政府方針に沿い観光目的地の多様化を進めている。本プロジェクトは、サルト

市の伝統的、文化的資源をリビングヘリテージとして生かすアプローチを採用しており、

考古学的観光とは異なる観光の可能性をもたらすものと期待される。さらに、ヨルダンに

おけるエコミュージアムの促進は MOTA の観光開発戦略に組み込まれつつある。

MOTA バルカ支局は、当該地域における政府責任組織としてサルト市の観光開発に長く

携わっている。本プロジェクトのサルト観光促進活動は MOTA バルカ支局のミッション

と合致するものである。

３）サルト歴史博物館（HOSM）のニーズ

HOSM はエコミュージアムコンセプトのもと博物館を最大限機能させるため、その展

示物を充実させる必要がある。加えて、サルト市は同市の伝統的、文化的資源に関する情
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報収集及び管理のため継続的に取り組んでいく必要がある。プロジェクトの一連の活動は

これら HOSM のニーズに直接的に貢献するものである。

４）サルト開発公社（SDC）のニーズ

SDC は NGO として過去何十年にわたりサルト市の社会的及び経済的発展のために活動

している。プロジェクトの目的は地域住民の積極的な参加を促しサルト市の観光を促進す

ることであり、サルト市の経済的社会的発展につながると期待される。本プロジェクトは

SDC のミッション及びニーズに合致しているといえる。

（４）日本の技術の利用

本プロジェクトでは特に「まちじゅう博物館」に代表される萩市が蓄積してきた観光開発

に関する一連の知識、経験、技術をいかんなく活用している。萩市の住民参加による観光開

発及びマーケティングのノウハウは本プロジェクトに有効に活用されている。オープンハウ

ス、ホームビジット、キッズアクティビティなどは本プロジェクトが実際に適用した萩市の

ノウハウの活用例である。加えて、日本には伝統的建造物群保存地区制度を通じた歴史的都

市景観保全の経験とノウハウが蓄積されており、エコミュージアムコンセプトに基づくサル

ト市の開発を日本が支援する技術的妥当性は高い。

（５）ターゲットとアプローチの選定の適切性

ヨルダンにおいて、ペトラ遺跡のような他の有名な観光地と違い、サルトの観光地として

の価値は公平に評価されていたとはいえない。しかし、サルト市は有形・無形の文化遺産が

融合するリビングヘリテージとして特徴づけられる特有の価値が存在しており、それはまさ

にエコミュージアムのコンセプトに合致するものといえる。エコミュージアムコンセプトは

ヨルダンにとって、サルトの人々にとって、全く新しいコンセプトであったものの、サルト

市の貴重な資源に価値を見いだすコンセプトであったため、サルト市民からも徐々に受け入

れられた。サルト市というターゲット地域の選択並びにエコミュージアムという観光開発に

対するアプローチの選択は適切であったといえる。

４－２　有効性：やや高い

（１）プロジェクト目標の達成度合い

実際の観光客の受入れは今後の課題であるものの、プロジェクト目標は終了時評価時点に

おいておおむね達成されている。トレイルの開発が着実に進み、ホームビジット制度、ロー

カルガイド制度（育成）、サルトブランド開発など、地域資源を生かし、地域住民に裨益す

る観光開発が進んでいるといえる。

モニターツアーにて、ハーモニートレイル並びにローカルガイドの評価は上々であった。

今後は更なるモニターツアーなどの実施により、オペレーションの経験を積むとともに、

ターゲット層を含む他の顧客層からのフィードバックを得ることが重要である。

サルト・エコミュージアム（SEM）推進には、適切な制度の構築、地域住民の巻き込み

が必要であるが、SEM 運営委員会の設立並びに同委員会の定期的な開催、フェスティバル、

キッズアクティビティなど地域住民を巻き込む活動の推進など着実に成果を出しているとい

える。
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一方、サルトへの観光客誘致への取り組みはまだ必要であり、また、SEM 運営委員会は

持続性確保のための方策を検討する必要があるなど、課題も残っている。

（２）促進要因

１）各 C/P 機関のリーダーの高いコミットメント

各 C/P 機関のリーダーはプロジェクトの目的・意義をよく理解し、一連の活動に積極的

に関与した。彼らの高いコミットメントはプロジェクト推進における主要な貢献要因のひ

とつである。

２）本邦研修

新しいコンセプトを導入し、新たな制度を構築する本プロジェクトのようなプロジェク

トにとり、C/P がグッドプラクティスを直接観察することは極めて重要である。萩市訪問

は、エコミュージアアムとしてのグッドプラクティスを直接観察し、詳細なイメージを頭

に描くために有効な機会となった。その経験はオープンハウス、ホームビジット、また

キッズアクティビティなど効果的で円滑な実施など、本プロジェクトに直接的な貢献が

あった。加えて、景観管理に係る政策・制度、補助金などインセンティブ制度など萩市か

らの情報もまた、本プロジェクトにおける新たな政策・制度策定において有用であった。

３）SEM コンセプトと各ステークホルダー機関のニーズ、役割との一致

関わる機関が多くなればプロジェクト運営にはより難しさが生じるが、ヨルダン国に

おいては特にそれが当てはまる。本プロジェクトにおいては、MOTA，HOSM，サルト市 /

ASCD，考古局（DOA），ヨルダン観光局（JTB）など多くの機関が関与している。また、彼

らにとって一つのプロジェクトのもと他機関と協働して活動を進めることは初めての経験

であった。

このような条件にかんがみると、SEM のステークホルダー機関は日本人専門家支援の

もと、協調して活動を実施してきたといえる。これを可能にした理由のひとつは、SEM
コンセプトと各ステークホルダー機関のニーズ、役割とが合致していたことが挙げられ

る。各機関は SEM コンセプトをよく理解し同じ目標を共有しており、協調して同じ方向

に向かう原動力となっている。

（３）阻害要因

①　プロジェクト期間中、ヨルダン側からの十分な数の職員配置の重要性が強調されてきた

ものの、大きな改善はみられなかった。このことが日本人専門家によるスムーズな技術移

転を難しくした。

②　サルト市の観光客が少ないため、次のような阻害要因を生んでいる。

・観光商品を観光客にテストし評価してもらうことができない。

・サルト市地域住民の意識啓発の際、十分な観光客が目の前にいないため地域住民の

モチベーションを上げることが難しい。

・ローカルガイド、SDC などがツアー実施によりオペレーションの経験を積むことが

難しい。
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４－３　効率性：やや高い

（１）成果の達成度合い

本プロジェクトはおおむね目標以上にアウトプットを出している一方、対処すべき課題も

ある。SEM 運営委員会が設立され、以来ほぼ毎月委員会が開催されていることは大きな成

果である。しかし、いまだ日本人専門家、プロジェクト雇用ローカルスタッフが果たす役割

は、特に事務局機能において大きい。景観管理ガイドラインが世界遺産登録への活動を促

進していることは特筆に値する。成果３については、7 種の展示 / 解説資料の作成、11 人の

ローカルガイド育成、32 のサテライト設定を成し遂げたが、これらはプロジェクトで設定

された目標を大きく上回るものである。一方、プロジェクト雇用の 2 人のローカルスタッフ

が大きな役割を担うなど、組織・技術面での持続性に課題がある。観光商品開発について

は、一定の数の商品を開発していることが評価される一方、実際のオペレーションの面で懸

念が大きい。

（２）インプットの適切性

１）日本人専門家

日本人専門家は数、専門性などの点においてヨルダン側より高く評価されている。本プ

ロジェクトにおいて、専門家チームは、コンサルタント、大学、地方自治体という構成で

あったが、専門性などバランスが取れた派遣であり、また各人がプロジェクト実施に必要

な専門家であったと評価できる。

２）C/P（ヨルダン側スタッフ）

重要なスタッフは各機関より確保され、彼らはプロジェクトへ多大な貢献をしたことは

評価できる。しかしながら、その数が十分でないこと、実務レベルスタッフの配置が十分

でないことなど、ヨルダン側は成果の持続性を確保するためにより多くの人員を配置する

ことが望まれる。その中で、サルト市 /ASCD が 2 人のインターンを配置し、本プロジェ

クトの技術移転により彼ら自身で一定の修復作業を実施できるようになったことは評価さ

れる。インターン終了後も彼らが引き続き雇用されることが望まれる。

（３）外部資源の活用

本プロジェクトは次のとおり外部資源を有効に活用している。

１）さまざまな分野の専門家の活用

審議会設立により、プロジェクトは各分野の専門家より専門知識並びに情報を効果的に

得ている。例えば、トレイルマップとその説明文は歴史家の検証と助言のもと作成された

が、このプロセスはマップの質の向上に寄与している。また、ローカルガイド育成に係る

トレーニングの一部は大学により実施された。

２）JOCV
JOCV 隊員はサルト市の観光開発にさまざまなかたちで多大な貢献をした。ある JOCV

隊員は測量並びに作図などの支援を通し、景観管理促進に意義ある貢献をした。また別の

JOCV 隊員は HOSM の展示物の文書化で大きな役割を担い、データベース構築に貢献し

た。
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３）ヨルダン人ボランティア

ヨルダン人ボランティアは、トレイルツアーのガイダンスやサルトフェスティバル時の

ロジスティクス支援など、プロジェクト活動に積極的に参加した。

（４）効率性の阻害要因

①　保全対象の建造物が複数のオーナーにより所有されている場合があり、そのようなケー

スにおいてオーナーとコンタクトするのが困難な場合がある。これは景観保全業務におい

て遅れを生じさせる要因となっている。

②　サルト市及びヨルダンにとってエコミュージアムコンセプトは新しいものであった。

SEM 促進にあたり、ローカルガイド制度、サルトブランド制度、SDC によるツアーオペ

レーションなど、現行制度の検証や新しい制度の策定などが必要であった。これらは多大

な作業と時間を要した。

（５）ベースライン・エンドライン調査

観光開発に係る戦略・計画策定、本プロジェクトの成果測定などさまざまな目的のため

ベースライン、エンドライン調査が実施された。しかし、これら調査の実施過程を分析した

ところ、一部適切に実施されなかった可能性のある質問項目があり、その結果、プロジェク

ト目標の指標のひとつが適切に測定できない事態となった。適切とはいえない設問がこの問

題を引き起こした可能性が示唆されるが、プロジェクトはより適切に調査の設計並びに調査

実施の管理・監督をする必要があった
6
。

４－４　インパクト：高い

（１）上位目標の達成見込み

指標の観点からは、上位目標が達成される見込みは高い。景観管理ガイドラインは景観資

源保全に係る指標１の目標達成に貢献している。同ガイドラインは既にサルト市 /ASCD 及

び MOTA による景観管理業務に使用されている。同ガイドラインは世界遺産登録へ向けた

活動を促進し、その世界遺産登録への取り組みは景観保全の動きを促進している。

サルトの地域住民への観光からの経済的便益は、ホームビジット、ローカルガイド、デイ

リーライフトレイル内のショップ、サルトブランド制度などを通して、増加すると予測され

る。しかし、プロジェクトはこれら経済的インパクトをどのようにしてより大きく、そして

より多くの人々に波及させる方法を考えていく必要がある。

（２）上位目標以外の正のインパクト

上位目標以外のインパクトとしては次のとおりである。

①　エコミュージアムコンセプトが観光開発のアプローチのひとつとして次期国家観光戦略

6
　当該設問はオープンクエスチョンとして設計され、回答収集後アフターコーディングにより回答を分類する計画となっていた。

元来オープンクエスチョンは調査実施機関 / 調査員にかかる負荷が大きく、調査会社 / 調査員の怠慢などによる不適切な調査を

引き起こす場合が少なくない。加えて、プロジェクト設計した設問では意図した回答を引き出すのが難しかったと想定され、よ

り不適切な方法による実施へのインセンティブが働いたと考えられる。また適切にプリテストを行っていれば、調査当初に課題

が検出できた可能性が高い。調査設問並びに実施、委託会社管理などにおいて改善の余地が指摘できる。
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（2016 ～ 2020 年）に組み込まれる見込みである。

②　サルト市以外の都市が、彼らの開発アプローチとしてエコミュージアムコンセプトに関

心をもち始めている。

③　景観管理ガイドラインが世界遺産登録の動きを促進している。

④　サルト市地域住民の観光に対するとらえ方がよりポジティブになっており、またサルト

により誇りをもつようになっている。

⑤　ステークホルダーがプロジェクト関連の課題に取り組んでいる。例えば、サルト市 /

ASCD による駐車場整備、ゴミ清掃、SDC によるトイレ設置、レストラン運営、MOTA/
HOSM による景観保全、意識啓発活動への取り組みなどである。これら取り組みは、地域

住民の生活、便益、景観管理の点において正のインパクトを生じさせると期待される。

（３）上位目標以外の負のインパクト

負のインパクトは特に観察されていない。

４－５　持続性：中程度

（１）政策面

SEM はヨルダン政府政策の中で、観光開発のための重要なアプローチのひとつととらえ

られる可能性が非常に高いといえる。SEM、つまり本プロジェクトは、現行の国家観光戦略

（2011 ～ 2015 年）の主要なコンセプトを体現するものとして MOTA から高い評価を受けて

いる。更に重要なことに、エコミュージアムが観光開発の一つのアプローチとして次期国家

観光戦略（2016 ～ 2020 年）に組み込まれる可能性が高く、SEM の政策面での持続性を担保

することになるであろう。

（２）組織、技術、財政的側面

１）SEM 運営委員会

SEM 運営委員会が法的地位を得て設立されていることは、組織の持続性担保に一定の

寄与をしている。しかし、特に事務局機能が、いまだプロジェクト雇用のローカルスタッ

フにより担われていることは憂慮すべき事項である。また、今後、審議会開催の必要性が

高まることが予測されているが、審議会開催には場合により予算が必要になるため、その

適切な予算配分も懸念のひとつである。 SEM 運営委員会の持続性は、事務局機能を担う

スタッフの雇用、適切な予算確保などにかかっている。

２）サルト市 /ASCD
サルト市 /ASCD は基本的に彼ら自身で業務を実施している。またサルト市が 2 人のイ

ンターンを配置し、彼らが修繕業務に係る一定の能力を身に付けたことは一つの成果と評

価できる。プロジェクト終了後の技術的持続性を確保するために、サルト市はこの 2 人の

インターンスタッフの継続的雇用に確保することが望まれる。

３）MOTA バルカ支局 /HOSM
MOTA バルカ支局 /HOSM はこれまで多くの成果を出したが、その成果のほとんどは主

に 2 人のスタッフと 2 人のプロジェクト雇用ローカルスタッフによるものである。終了時

評価時点において、プロジェクト終了後この 2 人のプロジェクト雇用ローカルスタッフの
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雇用が確保されるかどうかは不確定である。SEM にとって彼らの役割は不可欠なもので

あり、この課題は MOTA バルカ支局 /HOSM だけで対処するのではなく SEM 運営委員会

で対処することが望ましい。

加えて、MOTA バルカ支局 /HOSM の予算は MOTA から来るが、その予算配分は活動実

施に十分でない。MOTA は MOTA バルカ支局 /HOSM が SEM の促進をできるよう十分な

予算配分をするよう取り組む必要がある。

４）SDC
ツアーコーディネーション、ゲートウェイ及びブランドショップ運営の準備が整いつ

つあり、それらのオペレーションの段階に入っている。SDC はブランドショップ運営に

係るスタッフの雇用を計画している。観光商品の準備はでき、計画上は SDC の観光客受

入れ準備も進んでいるものの、実際のオペレーション経験はツアーコーディネーション、

ゲートウェイ運営、ブランドショップ運営のいずれにおいてもほとんどない。SDC がこ

れら業務を適切にこなせるかどうか、オペレーション開始後どのような課題が生じるのか

は懸念要素である。

予算に関しては、SDC にとって重要なことは金額の大きさよりもその使用目的である。

SDC はその予算を寄付によって集めており、寄付金の使用目的を寄付者に説明でき、納

得してもらえるかどうかがより重要なポイントとなる。

４－６　結論

本プロジェクトはヨルダン政府の開発戦略並びに観光開発政策、関係機関のニーズに合致した

ものであり、実施妥当性が高いといえる。また、サルト市をターゲット地域として選定し、エコ

ミュージアムコンセプトを観光開発のアプローチとして採用した本プロジェクトの設計は非常に

適切であったと評価できる。萩市の経験が十分に活用されるよう本邦研修、専門家派遣、活動が

適切に計画されていことも評価される。

プロジェクトは約 2 年 8 カ月という短期間でその目標をおおむね達成しており、有効性は高

いものと評価される。プロジェクトにより設立された SEM 運営委員会が、SEM の推進及びコー

ディネーターとしての役割を担っていることは評価される。

観光商品並びにその開発過程に地域住民を巻き込み、地域資源の活用も十分であった。その結

果、ホームビジット、ローカルガイド、トレイル、サルトブランドなどさまざまな制度を構築

し、地域住民に裨益する観光商品の開発に成功している。

一方、ヨルダン側のみで SEM 運営委員会の運営ができる体制になっているとは言い難い。ま

た、観光客を受け入れる準備はほぼできているものの、まだ関係機関にオペレーションの経験が

ほとんどなく、更なるモニターツアーの実施などにより、関係者がオペレーションの経験を積む

とともに、顧客からのフィードバックを得ることが望まれる。

全体として、アウトプットは計画以上の成果を達成しており、効率性の向上に寄与している。

日本人専門家はコンサルタント、大学、地方自治体という構成であったが、それぞれの強みを生

かした、また各成果に則したバランスの取れた派遣であった。ヨルダン側人員配置においては、

各組織のリーダーのコミットメントが高く、プロジェクトへの積極的な関与があったことが評価

される一方、その人数や実務レベルの人員配置という点については、プロジェクト期間を通して

大きな改善がみられなかった。
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また、JOCV をはじめ外部人材の活用を積極的に行い、また彼らの貢献が大きく、効率性の向

上に寄与している。

インパクトである上位目標に関しては、景観管理ガイドライン策定と同ガイドラインのもとの

保全事業実施により直接的な貢献、また世界遺産登録への準備活動の促進を通した間接的な貢献

があるといえる。地域住民への裨益に関しては、その仕組みは構築されており、今後、そのイン

パクトの規模、裨益対象の拡大などへの取り組みを強化することで、より大きなインパクトが期

待される。

また、エコミュージアムコンセプトが、次期国家観光戦略での戦略のひとつとしてうたわれる

ことが MOTA 次官により言及されており、本プロジェクトへのヨルダン側からの評価の高さを

示すとともに、本プロジェクトの大きなインパクトとして評価される。

持続性に関しては、次期国家観光戦略にてエコミュージアムコンセプトがうたわれることへの

期待から、政策面では引き続き、または現状以上の位置づけとなることが推測される一方、実施

機関の体制、技術、財政面での持続性においてはいくつかの懸念が残る。特に、プロジェクト終

了後、SEM 運営委員会の事務局機能を誰がどのように担うのか。また、観光商品開発やローカ

ルガイド育成などに大きく貢献し、今後とも SEM 促進に重要な役割を果たすと期待されるプロ

ジェクト雇用のスタッフ 2 名が、引き続き SEM に関与できる体制を築くことができるのか。こ

れらの点が持続性における大きな懸念である。

以上を踏まえ、地域の文化資源を観光商品として活用する素地はほぼ完成しつつありプロジェ

クト目標はおおむね達成見込みであるものの、観光客の増加によるコミュニティへの裨益はまだ

限定的な状況であり、SEM の観光商品としての価値は十分に確認できておらず、「地域住民への

裨益」という観点で課題が残ることから、本調査団としては次章５－１の提言に加え、プロジェ

クトの 1 年間の延長を提言した。
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第５章　提言・教訓

５－１　提言

（１）サルト・エコミュージアム（SEM）運営委員会の持続性確保

今後、観光客の受入れが進んでいく中で、エコミュージアムコンセプトに基づく観光振興

と、ビジネス・収益性重視の観光開発との間の調整など、サルト市における観光開発の方向

性を検討・決定していく役割として、SEM 運営委員会が機能していくことが、SEM の持続

性を確保にあたり大変重要な課題である。そのためには、SEM 全体の運営において中心的

役割を果たす機関（事務局機能を含む）の決定が必要である。SEM 運営委員会の事務局機

能（日程調整・議題集め・会議開催案内・議事録づくりなど）については、現状プロジェク

ト雇用のローカルスタッフが担っている状況であり、SEM 運営委員会において今後の対応

方針を早急に検討していく必要がある。なお、SEM 運営委員会の運営体制については、従

来の高官がメンバーとなる委員会をステアリングレベルとし、併せて、現在定期的に開催さ

れている実務的な委員会をワーキングレベル会合として設定し、より機動的な体制とするこ

とが望ましい。

（２）プロジェクト雇用ローカルスタッフのヨルダン側における雇用

プロジェクト雇用ローカルスタッフは、SEM 運営委員会の事務局、ローカルガイドのマ

スタートレーナー、トレイル開発等のリサーチアシスタント、来訪者向けローカルガイドな

ど、多くの重要な役割を果たしている。プロジェクト終了後の持続性に関わる問題であり、

至急 SEM 運営委員会で今後の雇用方法について検討する必要がある。 なお、SDC が SEM
の推進にあたり中心的役割を果たしていくことについて前向きであるところ、SDC による

雇用について具体的に検討していくことが望ましい。

（３）SEM 計画及びマーケティング・プロモーション計画のリバイスと承認

SEM 計画については 2013 年 9 月に修正版がドラフトされているが、その後 SEM 運営委

員会の発足、ローカルガイド制度・ホームビジット制度などの決定があり、現在の体制、シ

ステム・制度を反映する必要がある。また将来的な課題として、SWOT 分析等を活用し、単

年度ごとの活動計画の作成していくことが望ましい。なお、改訂作業は現在進行中。

マーケティング・プロモーション計画については、活動計画が 2014 年 10 月までのものと

なっており、活動内容の明確化、必要予算の積算、実施スケジュール確認のため、年度ご

との活動計画を策定することが望まれる。また、将来的な課題として SEM のサポーターグ

ループの形成を検討することが望ましい。

（４）ツアーオペレーション・観光システムの改善・機能強化

サルト開発公社（SDC）にとって、観光客向けツアーのランドオペレーションを行うのは

初めての取り組みであり、実践を通じて改善していくことが必要である。また、10 月に開

催予定のサルトフェスティバルについてはまだ検討が始まっていない段階である。そのため

調査団としては、以下の提言を行った。
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①　月次モニターツアーの実施（ランドオペレーション改善、プロモーション）

②　ゲートウェイのオペレーション計画の策定（ローカルガイドの配置計画、ガイド時間

の設定など）

③　ローカルガイドの能力強化

・英語ガイドの更なる育成（英語アシスタントの能力強化）

・安全管理・緊急対応に係る研修の実施

④　サルトフェスティバルの詳細計画づくり、中心機関の選定

（５）エコミュージアムを推進する仕組みへの理解

観光遺跡省（MOTA）は次期国家観光戦略にエコミュージアムの概念を盛り込み、他地域

に展開していくことを検討中である。検討にあたっては、SEM の仕組みを十分に活用して

いくことが重要である。さまざまな機関が関わる観光開発において、連携して観光開発を推

進する仕組みである、SEM 運営委員会設立が成功の要因・原動力であり、また、個々の活

動ではなく、すべてのプロセスがエコミュージアムの運営に必要であることの認識（景観管

理、トレイル開発、ローカルガイド育成、プロモーション資料作成、住民啓発活動の実施な

ど）をもち、理解することが重要である。

（６）継続的な住民啓発の必要性

市内のゴミ問題については、サルト市が清掃員を増員するなどの取り組みを行う予定であ

るが、更なる住民の意識向上が求められている。サルト市の取り組みと並行し、住民への啓

発活動も引き続き実施していく必要がある。また、運転マナーについても改善を図っていく

必要がある。

５－２　教訓

（１）エコミュージアムコンセプトと人々の文化・価値観との調和

エコミュージアムは地域住民にとっても関係機関にとっても、新たな概念ではあったもの

の、サルトの歴史・文化・人々の価値観と方向性が合致したことにより、地域の人々に広く

受け入れられた。新たな概念を導入する際には、当該地域の歴史・文化的背景、人々の生

活・行動様式との調和が図れるかどうかが非常に重要である。

（２）プロジェクト内容と関係者の役割・戦略との一致

本案件においては、観光対象の多様化、新たな観光商品の開発及び多様な観光体験の提

供、歴史的景観の保全など、各 C/P 機関が本来行うべき業務や今後の戦略・開発ニーズと、

プロジェクトの方向性・取り入れているコンセプトが一致していたことが成功の要因となっ

ている。このような方向性の一致により、各機関が観光開発のあり方を理解し、それぞれの

役割を果たしていくことが可能となった。また、このことが、各機関のリーダーの理解とコ

ミットメントを促し、プロジェクトの円滑な運営に貢献した。

（３）観光開発におけるプロジェクト対象地域の選定

上記（１）・（２）の観点から、プロジェクト対象地域の選定にあたっては、十分な調査と
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分析が必要である。本件においては、コンセプトの一致、各機関との方向性との一致のみな

らず、主要都市からの距離そのものがサルトの比較優位となり、主要な観光目的地となる可

能性を引き出すことに大きく貢献している。

（４）具体的な事例からの学び

本件の実施にあたっては、萩市の事例を効果的に活用し、本邦研修においても萩市を訪

れ、エコミュージアムコンセプトを活用した実践の事例を見ることで、関係者の中で、実際

の活動の具体的なイメージを深めることができた。このように、新たなコンセプトや仕組み

を導入する際には、具体的事例を活用し、本邦研修・第三国研修等で事例を実際に紹介する

ことが極めて有効であることが確認された。

（５）プロジェクト当初からの十分な C/P 職員の配置

本件においては、プロジェクト当初の実施体制から C/P の人員体制が大きく変更し、プロ

ジェクトの円滑な実施に影響を及ぼした。その後、各機関のハイレベルの強いコミットメン

トを得ることができたものの、技術移転する事務レベルの職員の不足により、成果を上げて

いる一方で、持続性に不安が残る状況となっている。プロジェクト開始時点からの適切な

C/P 人員の配置がプロジェクトの持続性を担保するうえで非常に重要である。

（６）観光開発プロジェクトの実施方法

本件のように、各地域の観光開発・振興においてはさまざまな関係者が関わる必要があ

る。本件においては、プロジェクトの中盤以降に各関係者間の調整機能を果たす役割として

SEM 運営委員会が形成された。持続性の観点から、プロジェクト計画段階から信頼性及び

責任ある調整組織の形成が必要である。

（７）プロジェクト期間の妥当性

上記（６）のとおり、観光プロジェクトにはさまざまな関係者が関わるため、観光客を受

け入れる体制づくり（制度面含む）に一定の時間を割く必要がある。また、本件対象地域の

ように、十分な観光商品がなかった地域において、観光商品の開発がなされないままプロ

モーションを行うことは難しい。他方、プロモーションを行い、一定の観光客受入れによる

実践を行わない限り、プロジェクトで開発した商品・システムの定着は難しい。プロジェク

トの計画段階においては、観光商品開発、観光客受入れシステム・体制づくりのみならず、

その実際の運用のタイミングについても考慮に入れたうえで計画を立てる必要がある。

５－３　総括

（１）プロジェクト全体の評価

・今次終了時評価調査の結果、当初計画段階で期待されていたプロジェクトの成果は、そ

の持続性の確保については課題が残るが、おおむね達成できているものと判断した。

・サルト・エコミュージアム（SEM；サルト市における持続可能な観光開発プロジェクト）

については、その前身となる「円借款による観光インフラ整備事業」（サルト市観光開発

サブプロジェクトの完工は 2011 年）や、同施工期間中に実施された「博物館活動を通じ
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た観光振興プロジェクト（2004 ～ 2007 年）」の一環として協力が行われている
7
が、今次

技術協力は、これらのうちサルトのみを対象として実施されたものである。

・特に、過去実施してきたこれら一連の協力においては、サルトの観光インフラの整備が

未完だったこともあり、サルトのもつ観光資源としてのポテンシャルを最大限に生かすこ

とができていなかったが、今次協力においては、ヨルダン側 C/P 等関係機関、専門家チー

ムの不断の努力により、ヨルダン国内で初めてその導入に取り組んだ“エコミュージアム

という新コンセプト”の観光資源であったにもかかわらず、その基礎はほぼ完成したもの

といえる。

・これは、SEM を構成する各コンポーネントがエコミュージアムとして機能するレベルま

でに到達するとともに、それらを所管する各機関間の役割分担も確立しつつあることを意

味する。また、各コンポーネントの実施を所管する機関の SEM に対する理解とコミット

メントについても、プロジェクトを通じ高めることができたことを確認した。このこと

は、SEM が、エコミュージアムというコンセプトの上に成り立った観光商品としてもつ

べき基本的な条件を満たしつつあることを示している。

・また、MOTA 次官の説明によれば、本プロジェクトで導入したエコミュージアムのコン

セプトは、次期国家観光戦略（2016 〜 2020 年）に盛り込まれるとのことである。これは

本プロジェクトに対するヨルダン関係者からの高い評価が得られたこととともに、エコ

ミュージアムに対する大きな期待が示されたことを意味しており、今後、同様の事業がヨ

ルダン国内で展開されていくものと思われる。

・ヨルダン政府が実施するこのような開発戦略の推進に資するためにも、SEM が、より高

い完成領域に到達するよう関係者の努力と、今後の進展を期待したい。

（２）持続性を確保するために残された課題

このようにプロジェクトは高い評価を得ているものの、冒頭で触れたように、これで

SEM がエコミュージアムとして具備すべきすべての内容をクリアしたものではなく、特に、

持続性確保の面での脆弱性は解消されていない。今後、円滑かつ持続的な SEM 運営を継続

するためには、後述するように、早急に解決すべきふたつの大きな課題が残されている。

①　SEM の商品価値が検証されていない

・本プロジェクト終了時においては、SEM という観光商品開発を終えたばかりの段階で

あり、プロジェクト期間中は特定客へのモニターツアーを数回実施した程度。同モニ

ターツアー等を通じ、観光客の具体的な反応を分析するなど、同結果のフィードバック

により観光商品の改善を図っているが、その作業は、時間的な制約や当初想定されてい

なかった観光客の減少があり、依然十分なプラクティスを実施したとはいえない。

・より魅力ある観光商品として観光市場に提供するまでには、今後、多様な観光客を一定

程度受け入れることで、観光客の受入れ態勢や観光商品としての価値の検証を行い、多

様な客層や、さまざまな外部条件に対応するための試行錯誤を続け、市場の要望に応え

ていくよう、更なる改善に向けた作業を続ける必要がある。

7
　両事業は、「円借款による施設整備（国立博物館ほか、死海博物館ほか、カラク博物館の修復等、サルト博物館の修復ほか、その

他事業）」と、「同円借款によって設立された博物館の運営 / 管理に係る技術協力」の 2 案件で、サルトへの協力はそれぞれの協

力案件のコンポーネントのひとつで、サブプロジェクトとの位置づけ。
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・また、このような作業を続けることは、本プロジェクトで設定した上位目標達成のため

の重要なプロセスのひとつといえる。

②　SEM 実施体制（SEM 運営委員会実施体制等）が脆弱である

・ SEM を構成する各コンポーネントは機能するようになったが、これをヨルダン側のみ

で「SEM」としてまとめていく体制が確立されていない。SEM を単なる観光名所とし

て機能させるだけでなく、「エコミュージアム」として維持 / 運営 / 管理していくため

には、各コンポーネント間（組織間）の調整が図られる必要があるが、そのための組織

体制が確立されていない。

・今後、ヨルダン側が SEM 推進のための体制整備、具体的には、各コンポーネントを円

滑かつ調和的に機能させるための SEM 運営委員会実施体制を確固たるものにするとと

もに、同実施体制を効果的に運用していくことで、SEM の観光商品としての評価 / 価値

を高めるための努力が必要である。

（３）円借款によって整備された観光インフラ施設（ルックアウトポイント）の活用

・上述したように 1999 年に開始された円借款による観光インフラ整備事業によって、サル

ト市においては、市内の博物館、広場、道路等の伝統的街並みが整備 / 改修されており、

これらが、今次プロジェクトの観光資源の基礎として活用されている。

・円借款では、これらの改修工事に合わせ、サルト市街地をとりまくかたちで、4 件の展望

施設が設置されているが、本プロジェクトで開発された現行の観光ルート（観光トレイル）

には組み込まれていない。これらについては、プロジェクト当初の検討項目とはされてい

ないものの、展望施設からの眺望／市街地の景観は SEM の魅力を更に高める可能性もあ

ること、また、円借款事業の有効活用の観点からも、今後、これら施設の利用を含む観光

ルートの開発を期待したい。

（４）延長要請

・今次調査を通じ、関係各機関からプロジェクトの延長に係る要望が多く出された。

・これらの要請内容 / 主旨は、上述の（２）とほぼ同様で、ヨルダンとして初めての取り組

みである SEM の観光商品としてのテストを行い、今後 SEM が観光商品として、観光客 /

市場の満足度や要求に応えられるか否かの検証作業に係る支援である。また、同様の要請

は、MOTA の次官からも調査団に対し、繰り返しなされた。

・具体的には、一般観光客向けツアーのランドオペレーションを重ねて行い、このような

実践を通じて、更なる改善を図ることであるが、同内容は、SEM 運営体制の確立と合わ

せ、今後のプロジェクトの持続性を確保するためには欠かせないプロセスと考えられる。

・本プロジェクトの延長要請への対応を検討するにあたっては、その前提として、プロ

ジェクト期間中、プロジェクトチームが担っていた／担わざるを得なかった、本来ヨルダ

ン側で実施すべき SEM の調整機能やファシリテーション機能、及び、ローカルガイド等

の人材育成や新トレイル開発等の役割について、今後、ヨルダン側が責任をもって実行す

る体制が組まれるか否かを見極めることが必要である。
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